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研究要旨 
本研究では、先進的に健康管理支援等に取り組んできた A 市のデータを活用し、多剤投薬等

と関連する被保護者の属性情報や地域環境指標を明らかにし、ケース記録分析による質的な検

討を重ねることで、被保護者への多剤投薬への支援策立案に資する基礎資料を得ることを目的

とした。さらに、被保護者を対象に実施された先行研究のレビューおよび先進事例の効果評価を

行うことで、被保護者への健康支援に資するエビデンスを形成することを目的とした。 

A 市の生活保護の基本台帳および医療扶助レセプデータなどを用い、2021 年度に同効の内服

薬を 90 日以上継続的に処方された 18 歳以上の成人 6,487 人を抽出した。そのうち約 7 割の定

期受診者が多剤投薬（6 剤以上）に、約 3 割が過度の多剤投薬（10 剤以上）に該当していたこ

と、また 50-60 歳にそのピークが存在していることがわかった。さらに、不就労、障害ありとい

った要因が過度な多剤投薬と関連していること、受診医療機関数が増えるほど多剤投薬が発生

しやすいこと、市民参加が豊かな地域に住んでいる被保護者では、過度な多剤投薬が少ないこと

が明らかになった。ケース記録分析からは、被保護者の多剤投薬には、①既往歴が多い、②精神

疾患や整形外科疾患が多い、③独居者が多い、④複雑な生活背景をもつことが示唆され、被保護

者への多剤投薬指導だけでなく、その背景要因へのアプローチが重要であると考えられた。 
先行研究のレビューでは、被保護者では感染症、慢性疾患（糖尿病／糖尿病合併症／心臓病）

の有病率が高く、手術等による健康上の有害転帰の発生率が高いことが報告されていた。また、

喫煙、頻繁な受診、入院、ポリファーマシー、ワクチン接種の少なさ、必要な医療を求める行動

を控えるなど、好ましくない健康行動も被保護者に多くみられた。被保護者の中には、独居や不

就労といった要因が、被保護者の糖尿病罹患に関連している可能性が高く、頻回受診等の課題の

ある受診行動も多いなど、好ましくない健康状態や健康行動に関連する特徴があった。先進事例

の評価では、被保護者の健診受診率向上を目的とした架電は十分な効果が得られにくかった。 
これらの結果より、多剤投薬に関しては、被保護者個人に対する指導だけでなく、地区医師会

や地区薬剤師会の協力や社会環境の整備が重要であると考えられた。また、被保護者の健康状態

は一般集団と比較して好ましくない傾向があるが、健康管理支援事業によりその差が縮小する

のかに関する将来的な評価が重要であることが示唆された。被保護者集団の中にも、健康に不利

なリスクが不均一に存在していること、被保護者全体に健診受診勧奨等を実施する普遍的な取

り組みでは効果が乏しいことから、リスクが集積しやすい被保護者への選択的な健康支援方策

を立案するためのさらなる社会生活状況のデータ収集および研究が重要である。 
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Ａ．研究目的 

近年、被保護者のうち高齢者が占める割合が

増加している（被保護者調査, 2022）。これに

加え、高齢者は慢性疾患を併存しやすいことが

影響し、医療扶助費における高齢者が占める割

合が著明に増加し、医療扶助費全体の増加にも

つながっている。他方、保護開始時の世帯主の

年齢は 65 歳未満が 6割を占め、医療扶助の適

正化に向けては、若年層含め、高齢期前からの

働きかけが必要である。多疾患併存状態は多剤

投薬を引き起こし、薬物有害事象のリスクが増

加しうるため、被保護者の医薬品の適正利用の

推進は、医療扶助適正化と健康管理支援の両面

から極めて重要である。 

現在、被保護者の多剤投薬対策を実施する福

祉事務所は約 10％と低調で、「生活困窮者自立

支援制度及び生活保護制度の見直しに関する

これまでの議論の整理（中間まとめ）」（社会保

障審議会, 2022）や財政制度等審議会で、多剤

投薬者に対する適正服薬を促す取組を推進す

る必要性が指摘されている。被保護者の多剤投

薬の実態としては、医療費適正化計画の適正化

対象の 65 歳以上で 15 剤以上投薬されている

者の割合が約 10％と、被保険者の約 5％と比べ

て高頻度にみられている。さらに、多剤投薬

（polypharmacy）の一般的な基準である 6剤以

上を当てはめた場合、被保護者の多くが該当す

る可能性があり、被保護者に対する効果的な支

援策の立案が急務である。しかし、被保護者全

体の多剤投薬の実態は不明であり、被保護者に

おける多剤投薬の医学的妥当性等を踏まえた

閾値と優先的な対象者の選定方法含め、データ

に基づく課題分析ができていない。また、新経

済・財政再生計画「改革工程表 2022」では、健

康管理支援の実施等による医療扶助の適正化

を EBPMの観点を踏まえて実施することが求め

られている。これに適切に対応するためにも、

被保護者の多剤投薬の実態把握に加え、健康管

理支援や医療扶助適正化の取組を先進的に実

施してきた福祉事務所における取組の効果検

証や、対策立案のためのエビデンス形成が重要

である。そこで本研究では、以下の３つを明ら

かにすることを目的とした。 

（研究１）福祉事務所が所有する公的デー

タを活用し、多剤投薬等と関連する被保護者の

属性および地域環境指標を明らかにする。また、

健康管理支援の効果を量的に評価するだけで

なく、ケース記録の分析を踏まえて質的な検討

を重ねる。これらを踏まえ、多剤投薬への支援

策立案及び医療扶助の効果的かつ公正な利用

の推進に向けた施策立案に資する基礎資料を

得ることを目的とした。 

（研究２）医療扶助の適正な利用および被

保護者に対する健康管理支援の効果的な実施

に向けては、被保護者の健康状態や健康行動の

実態を明確化する必要がある。そこで、本研究

では、被保護者を対象にした先行研究をレビュ

ーし、被保護者が現在抱えている健康課題を明

らかにすることを目的とした。 

（研究３）被保護者健康管理支援事業が開

始され 3年が経過し、被保護者に対する健康支

援対策を効果的に進めている福祉事務所の取

り組みを評価し、全国の自治体が参照できるよ

うな事業に資するエビデンスを形成する必要

がある。被保護者に対する健康支援を先進的に

実施してきた自治体の取り組みから、エビデン

スに基づいた事業の PDCA サイクルの循環と事

業内容のアップデートに資する基礎資料を得

ることを目的とした。 
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図 1. 本研究のアウトライン 

 

Ｂ．研究方法 

（研究１） 

福祉事務所における住民台帳データおよび

医療扶助レセプトデータ等を用いた量的研究

と福祉事務所等におけるケース記録と医療扶

助レセプト分析に基づく質的研究を行い、結果

を統合した。 

 

【量的研究】 

研究デザイン 

 横断研究 

対象者・データ 

被保護者（個人および世帯）の住民基本デー

タ（年齢、性別、世帯構成、就労状況等の台帳

データ）と被保護者の医療扶助および介護扶助

のレセプトデータを用いて、2021 年 4 月時点

に A 市に在住する被保護者のうち、同効の内

服薬を 90 日以上継続的に処方されている 18
歳以上の成人 6,487 人を抽出した。2019 年時

に他部署（高齢者福祉の担当部署）が実施した

日 本 老 年 学 的 評 価 研 究 機 構 （ Japan 
Gerontological Evaluation Study: JAGES）に 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
よる高齢者福祉に関する調査データを連結し

て、地域の社会環境指標を作成した。 
変数 
目的変数は 1−5 種類の内服薬を持つ者を参

照とし、6−9 種類を多剤併用、10 種類以上を

過度な多剤併用と定義した。説明変数は、2019
年度に同市が高齢者を対象に実施した調査デ

ータ（日本老年学的評価研究：JAGES）から日

常生活圏域ごとに算出した地域 SC（社会参加、

社会的凝集性、互酬性）を用いた。対象者の年

齢、性別、同居の有無、就労の有無、障害認定

の有無、要介護認定の有無、健康診断の受診有

無、受診した医療機関数と併存疾患指数、居住

地域の医療機関数を調整変数とした。 
統計解析 
被保護者の多剤投薬の実態を記述し、被保護

者の個人属性や地域のソーシャルキャピタル

指標と被保護者の多剤併用、過度な多剤併用と

の関連をマルチレベル多項ロジスティック回

帰分析で検証した。健康診断や介護保険等の健

康資源の利用可能性から年齢階層別（18-
39/40-64/≥65 歳）に追加分析した。 

量的研究
・被保護者データ
（基本台帳、医療扶助、介護扶助、健診検診など）
・地域福祉や高齢者福祉に関する調査データ

質的研究
・福祉事務所インタビュー
・ケース記録

多剤投薬研究

・被保護者健康管理支援事業の効果的な支援に関するエビデンスとそのアップデートの提案
・頻回受診や多剤投薬に関するエビデンスとその効率的な支援策の提案

被保護者の健康状態の改善、受療行動および医療扶助費の適正化

健康管理支援事業効果評価研究
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【質的研究】 

研究デザイン 

事例研究（ケーススタディ）分析 

研究対象 

A 市の 2023 年上半期の医療扶助レセプト点

検で多剤投薬者（同⼀⽉内に 15 種類以上の医

薬品の処⽅を受けている外来患者）と確認され

た 18 歳以上の被保護者。ただし、施設⼊所者、

薬剤による訪問薬剤管理指導・居宅療養管理指

導の利⽤者を除く。 

調査期間 

2023 年 12 月～2024 年 2 月 

調査方法・内容 

A 市の 2023 年上半期の医療扶助レセプト点

検で確認された多剤投薬者（1 ヶ月に 15 種類

以上の投薬のある該当者）の中から、性別、年

代、投薬数を考慮し、分析対象者を選定した。

分析対象者の医療扶助レセプトから多剤投薬

に該当した月の薬剤名を抽出した。また、分析

対象者のケース記録から、個人属性（性別、年

齢）のほか、既往歴、保護開始時期、保護理由、

他法他施策利用の有無、就労歴、学歴、婚姻歴、

同居家族の有無、別居家族の情報、他者（家族

を含む）との交流の有無として、情報を抽出し

た。 

分析方法 

Yin の事例研究（ケーススタディ）分析を用

いて、「4. 調査方法・内容」に記載した内容を

整理した。 

（倫理面への配慮） 

被保護者の健康状況に関する福祉事務所へ

の質的研究の実施については、大阪医科薬科大

学研究倫理委員会（審査番号 2022-089）および

京都大学医学部医の倫理委員会（R3565-1）に

おいて承認を得ている。 
 
（研究２） 

研究デザイン 

スコーピングレビュー。 

適格基準 

スコーピングレビューにおける Population, 
Concept, and Context のフレームワークを用

いて包含基準を定義した。日本において生活保

護の受給有無を曝露変数として用いた研究お

よび被保護者集団を研究対象集団として用い

た研究を対象とし、被保護者の健康や健康行動

をアウトカム指標として記述した既存の文献

をレビューした。検索対象は、英文で査読のあ

る出版物に限定した。 

検索方法 

2023 年 11 月 7 日に PubMed で(("public 

assistance" [MESH]または  "public assistance") 

AND (Japan))を用いて検索を行った。すべての

文献および関連する総説の参考・引用文献リス

トを検索し、電子検索を補足した。  

研究の選択 

研究は 2 人の研究者で独自に選択した。2 人

の研究者はそれぞれのリストを比較し、意見の

相違は話し合いによって解決した。 

データ抽出と分析戦略 

データの抽出は、論文の PMID、タイトル、

著者名、出版年など、標準的なデータ抽出フォ

ームを用いて著者らが行った。生活保護の受給

有無が曝露変数として用いられたか、被保護者

が研究集団として用いられたかを分類した。生

活保護の受給有無を曝露変数として用いた研

究では、研究デザイン、セッティング、比較群

の情報、研究参加者の属性、サンプルサイズ、

研究結果を抽出した。被保護者を研究集団全体

として利用した研究の場合は、研究デザイン、

セッティング、サンプルサイズ、研究結果を抽

出した。 

（倫理面への配慮） 

文献レビューのため人を対象とする医学研究
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に該当しないため、審査等は不要である。 
 

（研究３） 

令和 3、4 年度 10 月時点で 40 歳以上 60 歳

未満の被保護者（それぞれ 2,110 人、2,082 人）

を対象とし、同年度に保護を開始し、受診勧奨

済の人、職域での健診の対象となる社会保険加

入者、長期入所・入院中の者、自立支援医療（精

神通院医療）利用者および精神障害者保健福祉

手帳所持者、抽出時点でがんの治療中や訪問診

療を利用し在宅療養中の人、被保護者との支援

関係の状況をふまえ、架電勧奨が関係性の悪化

につながると担当ケースワーカーが判断した

者を除外した。令和 3 年度にはすべての対象者

に架電で直接受診勧奨を行った。令和 4 年度に

は生活保護世帯番号の偶奇で 2 群に被保護者

を割り付け、架電時期をずらして勧奨した。対

象者には福祉事務所の医療担当者が架電で受

診勧奨した。令和 3 年度には架電勧奨ができた

群（勧奨群）と、不在・不通等で勧奨できなか

った群（非勧奨群）に分類し受診割合の違いを

被保護者の属性ごとに検証した。令和 4 年度に

は奇数群、偶数群に分類し、架電による集団と

時期に対する効果の程度を検証した。 

 

（倫理面への配慮） 

大阪医科薬科大学研究倫理委員会（審査番号

2022-089）の承認を得た。 
 

Ｃ．研究結果 

（研究１） 

【量的研究】 

一般集団を対象とした多剤投薬の基準（６

剤以上）を採用した場合に、被保護者では約

7 割の定期受診者が多剤投薬と判定されるこ

とがわかった（国内の一般高齢者集団は 3−4

割）。さらに、10 剤以上と定義される過度な

多剤投薬は各年代で約 3 割に発生しているこ

ともわかった（表 1-3）。年代としては、一般

高齢者集団では高齢者以降に多剤投薬が多い

のに対して、被保護者では 50-60 歳にピーク

が存在していた（表 2）。過度な多剤投薬が観

察される人では並列受診医療機関数が多いこ

ともわかった。すべての年代の過度な多剤投

薬において、併存疾患が多く、またポリファ

ーマシーの原因として知られる潜在的な不適

切処方（高齢者の薬物療法ガイドラインに準

拠）が多く含まれていることもわかった。 

回帰分析の結果からは、不就労、障害あり

といった要因が、過度な多剤投薬と関連して

いた。また、個人の社会人口学的要因および

疾病の罹患状況を含む生物学的な要因を調整

しても、受診医療機関が増えるほど多剤投薬

が多く発生していた。社会参加が豊かな地域

では、過度な多剤併用は少ないことが示唆さ

れた（調整済みオッズ比[aOR]：0.89、95%信

頼区間[CI]：0.83-0.96）。これはすべての年齢

階層においても同様の結果であった（表 4-

5）。 

 

【質的研究】 

A 市の保護率は 23.74‰であった（2023 年末

時点）。 A 市の 2023 年上半期の医療扶助レセ

プト点検で確認された多剤投薬者の中は 75 人

だった。その中から、性別、年代、投薬数を考

慮した 19名を分析対象者として選定した。若

年者として 20～30 歳代の 3名が選定された。

最も投薬数が多かった被保護者は、38 種類の

投薬を受けていた。 

 被保護者の既往歴として、特に整形外科系

疾患や精神科系疾患が多かった。既往歴が３つ

以上ある者が大部分（17名）を占めていた。ま

た、 同一医療機関から同じ 8種類の処方薬を

含む処方箋が 2枚発行されていたが、異なる調
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剤薬局に行って処方薬を受け取ったと思われ

る者がいた。他法他施策を受けている者も多く、

精神障害者保健福祉手帳、身体障害者手帳の取

得者や自立支援医療の受給者、療育手帳取得者

では、他施策の支援による処方内容は考慮でき

なかった。同居家族では、家族がおらず一人暮

らしの者が多かった（12名）。学歴では高校卒

が一番多かった（10名）。1名を除いて全員過

去に就労歴があったが、現在就労している者は

いなかった。他者との交流に関しては、記載が

なかったケースが多かったものの、別居家族と

交流がある者、別居家族と疎遠の者、近所の知

人から支援を受けている者とさまざまであっ

た。 

 

（研究２） 
生活保護を曝露変数とした研究論文 1-35 

生活保護を曝露変数として用いた研究は 34

件あった。そのうち 4つの研究は、国または

地方自治体で得られた公的データを用いてい

た。医療機関の登録データを用いた研究は 2

件であった。ほとんどの研究は、医療機関で

収集された医療記録のデータを用いていた。

感染症、慢性疾患（糖尿病／糖尿病合併症／

心臓病）の有病率が高く、手術による健康上

の有害転帰の発生率が高いことが観察され

た。また、喫煙、頻回受診行動、入院、ポリ

ファーマシー、ワクチン接種割合の低さ、必

要な受診行動を控えるといった、好ましくな

い多様な健康行動も被保護者に多くみられた

（表 6）。 

 
被保護者を集団全体として用いた研究 36-48 

生活保護受給者を研究集団とした研究は 13

件であった。このうち、NDB データを用いた

研究では、被保護者の精神科病院への入院期

間の有病率とその予測因子に地域差があるこ

とが明らかにされた。自治体の福祉事務所の

生活保護データベースを用いた研究は 8件で

あった。被保護者の中には、好ましくない健

康状態や健康行動に関連するいくつかの特徴

があった。たとえば、一人暮らしや不就労の

被保護者では、糖尿病に罹患する可能性が高

く、頻回受診の割合も高かった。他の 4つの

研究は、自記式社会調査から得られたデータ

を用いていた。この調査から、一人暮らしの

高齢受給者の健康行動尺度（HBS）が開発さ

れ、一人暮らしの高齢被保護者の健康診断な

どの健康行動を予測するのに有用であること

が報告されていた。また、手段的日常生活動

作（iADL）や個人のソーシャルキャピタルの

豊かさが良いほど、生活保護を開始しやすい

とともに、終了しやすいことが報告されてい

た（表 7）。 

 
（研究３） 
令和 3（2021）年度の結果 
対象者 403 人のうち 32 人（7.9%）が健診

を受診した。勧奨群には 255 人が該当し、う

ち 26 人（11.4%）、非勧奨群には 148 人が該

当し、うち 6 人（3.8%）が健診を受診してい

た。受診勧奨できたかどうかに年齢、性別、

就労状況、世帯構成などに有意な群間差はな

かった。属性ごとに受診者の割合を比較した

ところ、50 歳代の被保護者（勧奨群 13.3% vs 
非勧奨群 3.1%; p=0.006）、就労収入がない被

保護者（勧奨群 13.9% vs 非勧奨群 3.6%; 
p=0.014）、過去の健診受診歴がない被保護者

（勧奨群 9.1% vs 非勧奨群 1.5%; p=0.003）、
定期的に受診している医療機関がない被保

護者（勧奨群 8.3% vs 非勧奨群 0%; p=0.012）
で、いずれも架電勧奨を受けた群で健診受診

割合が有意に高い結果であった（表 8）。 
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令和 4（2022）年度の結果 
世帯番号奇数群には 247 人、世帯番号偶

数群には 225 人が割り付けられた。架電勧

奨ができたかどうか、2021 年度の架電対象

かどうか、性別、過去の健診受診歴、定期的

に受診する医療機関、世帯構成、就労・収入

状況、居住地区に有意な群間差は見られなか

った（表 9）。 
各群の介入・非介入期間ごとの受診者数で

は、介入期間中に奇数群では 247 人中 4 人

（1.6%）の受診が観察され、偶数群では 219
人中 10 人（4.6%）の受診が観察された。非

介入期間の受診割合は奇数群では 5 人

（2.1%）、偶数群では 6 人（2.7%）であった。

年度末ほど健診受診割合が高くなっていた

（図 2）。介入期間中の受診割合は両群あわ

せて 3.0%、非介入期間中の受診割合は両群

あわせて 2.4%であった。ウォッシュアウト

期間と定めた１月中の受診はなかった。健診

受診を目的変数とし、一般化推定方程式によ

るロジスティック回帰分析では、架電介入に

よる健診受診への条件付きオッズ比は 1.35
（95%信頼区間 0.59-2.93, p=0.503）と推定さ

れ、架電勧奨による被保護者の健診受診割合

の向上は、統計的に有意な結果ではなかった。

2021 年度の実践と同様に、架電ができたか

どうかによって健診受診割合を算出すると、

架電勧奨群では 240 人中 17 人（7.08%）に健

診受診が観察され、架電非勧奨群では 232 人

中 8 人（3.45%）に健診受診が観察された

（p=0.078）。 
 
Ｄ．考察 
（研究１） 

 量的研究の結果からはまず、被保護者集団

では多剤投薬の状況にある者が一般集団をよ

りも極めて多く、集団の７割程度が該当して

いた。特に 10 剤以上で定義される過度な多剤

投薬は各年代で約 3 割に発生していた。被保

護者では社会的孤立および多疾患併存状態に

ある者が多く、多剤投薬のリスクが集積して

いたためと考えられた。実際に、地域の社会

参加が豊かな場合に、多剤投薬が少ないこと

から、被保護者へのつながりの醸成が多剤投

薬に対する支援として重要となる可能性があ

った。 

また、過度な多剤投薬に関連する要因に

は、18-64 歳で独居、40 歳以上で不就労、全

世代で障害の認定ありが挙げられたため、こ

のような属性をもつ個人にターゲットを絞っ

た支援が求められる。また、過度な多剤投薬

が観察される人では並列受診医療機関数が多

く（つまり１か所で多剤処方されるより、複

数医療機関で処方される結果多剤が生じる）、

５つ以上の並列受診医療機関がある場合に、

過度な投薬と関連していた。すべての年代の

過度な多剤投薬において、ポリファーマシー

の原因として知られる潜在的な不適切処方

（高齢者の薬物療法ガイドライン）が多く含

まれていることもわかったため、このような

ガイドラインに準拠した投薬内容の調整が求

められる。 

質的研究の結果は、被保護者における多剤投

薬パターンが先行研究と一致していることを

明らかにした 49-51。多剤投薬は被保護者におい

ても疾患数や疾患の種類と関連している。多剤

投薬と関連する疾患として、心血管障害、内分

泌障害、消化器障害、泌尿器障害、代謝疾患、

頻尿、不眠症が挙げられているが、本研究でも、

既往歴が３つ以上ある者が 17名と大部分を占

めていた。さらに、被保護者の既往歴には、整

形外科系疾患や精神科系疾患が多かった結果

も先行研究と一致する結果であった。 

量的・質的な研究を統合して、先行研究の知
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見をもとに、多剤投薬への対応を検討すると、

被保護者への多剤投薬指導のみで多剤投薬の

改善（deprescribing）を促すことは難しいと考

えられる。多剤投薬の状態をもたらす直接の要

因は「処方」である。そのため、処方側や調剤

側の医療機関および薬局での関わりが重要で

ある。さらに、地域福祉の取り組みによって市

民参加が豊かな地域に住んでいる被保護者で

は、過度な多剤投薬が少なくなる方向に作用す

る可能性も示唆されたため、社会的孤立を防ぐ

ような社会環境づくりの恩恵を被保護者も受

けられるよう、はたらきかける必要がある。タ

ーゲットをしぼった多剤投薬への介入、他部署

と連携した包摂的な地域づくり、さらには、医

療機関や調剤薬局、健診受診等、被保護者が医

療を利用するプロセスを考慮した多面的な取

り組みが全体として多剤投薬を制御できる可

能性があった。 

本研究では、自立支援医療等の他法他施策に

よる補助を受けているレセプトは反映されて

いない限界があるため、多剤投薬を過小評価し

ている可能性が高い。このような他法他施策に

よる医療支援を考慮した、被保護者ひとりひと

りの全体性を踏まえた支援をするために、福祉

事務所による各種データへのアクセスを高め

る施策を進めることも必須である。 

 

（研究２） 

レビューからは生活保護受給者の健康状態

に関する利用可能なエビデンスは、国や政府の

データ、社会調査、病院ベースの登録データな

どの観察データに基づいていた。その結果、被

保護者では一般人口に比べて健康状態が不利

な傾向にあり、その健康状態には地域差がある

ことがわかった。被保護者集団に焦点を当てる

と、世帯構成や就労状況などの個人特性による

健康アウトカムの格差があった。 

今回のレビューで得られた結果は、日本の被

保護者の健康状態が、これまでの国際的なエビ

デンスと一致していた。Shahidiらは、公的/社

会扶助制度の利用が貧困層の健康を十分に保

護しない可能性を示唆している 52-54。多次元的

貧困 の観点から、日本においても被保護者の

健康維持には、経済的支援以外の社会的支援も

必要だと考えられた。しかし、被保護者で健康

課題が生じる背景メカニズムを解明し、その支

援策を立案するためには、被保護者の日常生活

に関するより詳細な社会生活状況の情報の収

集と、縦断的な観察が必要である。このような

知見の蓄積ができれば、生活に困窮する人々に

対する生活保護政策の健康への効果を明らか

にし、エビデンスに基づいた社会保障政策の構

築につながるだろう。 

 

（研究３） 

令和 3 年度および令和 4 年度に先進的に

被保護者に対する健康支援を推進してきたA

市で実践した、被保護者に対する架電による

受診勧奨の取り組みについて集計した。架電

がつながり、直接勧奨できた場合に被保護者

の健診受診行動が促される傾向があった。

「50 歳代」「就労収入なし」「過去の健診未受

診」「定期受診先なし」などの属性を持つ被

保護者にターゲットを絞り、確実に架電でき

る方法で、年度末など期限が近い時期に実施

することが効果的な可能性があった。しかし、

被保護者全体で見れば、集団への架電勧奨を

行っても受診割合に有意な向上は得られな

かった。被保護者のように生活に困窮してい

る人々の行動変容は一般的に得られにくい

ため、架電という介入だけでは、被保護者の

健診受診をはじめとした健康に関する行動

変容を十分に促せない可能性があった。 

本研究の知見から、被保護者健康管理支援
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事業が被保護者の健康支援に寄与する事業

に発展していくためには、健診受診に至って

いない被保護者へのアウトリーチが必要と

なる。たとえば架電による健診受診勧奨に反

応が乏しい集団や、架電による受診勧奨に至

らなかった集団へのアウトリーチ活動が求

められる。具体的には、個々の被保護者への

保健師やケースワーカーによるアプローチ

に加え、被保護者が何らかの理由で医療機関

を受診する機会や、就労支援機関等を利用す

る機会を活用し、健診受診等の健康増進の機

会にもつなげられるような地区医師会をは

じめとするさまざまな支援団体等との協働

も考えられるだろう。今後は受診勧奨につな

がった被保護者の健康状態の記述や追跡を

行うことと、架電による受診勧奨に反応が乏

しいと考えられた集団および架電による受

診勧奨に至らなかった集団への対応が求め

られる。 

 

Ｅ．結論 

 被保護者における多剤投薬は、一般集団と

比較しても多く存在し、過度な多剤投薬も３割

に認められた。多剤投薬に関しては、そのリス

クが集積しやすい属性があるため、各属性をも

つ被保護者個人に対する指導は重要である。し

かし、多剤投薬は処方がなければ発生しないた

め、地区医師会や地区薬剤師会等の医療機関の

協力が必須である。また、市民参加の豊かな社

会環境が被保護者の多剤投薬の少なさとも関

連していたため、他部署との連携を通じた被保

護者にとっても有益な社会環境整備が重要で

あると考えられた。 
被保護者の健康状態は一般集団と比較して

好ましくない傾向があるが、健康管理支援事業

によりその差が縮小するのかに関する将来的

な評価が重要である。被保護者集団の中にも、

健康に不利なリスクが不均一に存在している

こと、被保護者全体に健診受診勧奨等を実施す

る普遍的な取り組みでは効果が乏しいことか

ら、リスクが集積しやすい被保護者への選択的

な健康支援方策を立案できることが望ましい。

そのためには、被保護者の置かれている状況の

理解を深めるようなさらなる社会生活状況の

データ収集および研究が重要である。 
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表 1. 18−39 歳の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝264 人） 
 合計  1-5 種類  6-9 種類  10≦  種類  
 N=264 N=150(%) N=86(%) N=28(%) 
年齢      

18-29 102 82(80.4) 16(15.7) 4(3.9) 
30-39 162 68(42.0) 70(43.2) 24(14.8) 

性別      
女性  157 85(54.1) 55(35.0) 17(10.8) 
男性  107 65(60.7) 31(29.0) 11(10.3) 
世帯人数  

2 人以上  159 94(59.1) 51(32.1) 14(8.8) 
独居  105 56(53.3) 35(33.3) 14(13.3) 
就労（１年間）     
なし  230 130(56.5) 76(33.0) 24(10.4) 
あり  34 20(58.8) 10(29.4) 4(11.8) 
障害の認定      
なし  183 111(60.7) 58(31.7) 14(7.7) 
あり  81 39(48.1) 28(34.6) 14(17.3) 

CCI  
(median,  IQR) 

 
0.0 (0.0-1.0) 1.0 (0.0-2.0) 1.5 (1.0-2.0) 

受診医療機関数  
(median,  IQR) 4.0 (3.0-6.0) 5.0 (3.0-8.0) 7.0 (5.0-10.0) 
PIMs   
なし  79 72(91.1) 6(7.6) 1(1.3) 
あり  185 78(42.2) 80(43.2) 27(14.6) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表 2. 40−64 歳の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝1677 人） 
 合計  1-5 種類  6-9 種類  10≦  種類  
 N=1677 N=517(%) N=590(%) N=570(%) 
年齢      

40-49 343 122(35.6) 117(34.1) 104(30.3) 
50-59 870 277(31.8) 305(35.1) 288(33.1) 
60-64 464 118(25.4) 168(36.2) 178(38.4) 

性別      
女性  923 274(29.7) 317(34.3) 332(36.0) 
男性  754 243(32.2) 273(36.2) 238(31.6) 
世帯人数  

2 人以上  547 192(35.1) 175(32.0) 180(32.9) 
独居  1130 325(28.8) 415(36.7) 390(34.5) 
就労（１年間）     
なし  1397 392(28.0) 497(35.6) 508(36.4) 
あり  280 125(44.6) 93(33.2) 62(22.1) 
障害の認定      
なし  1066 366(34.3) 391(36.7) 309(29.0) 
あり  611 151(24.7) 199(32.6) 261(42.7) 

要介護認定      
なし  1580 499(31.6) 551(34.9) 530(33.5) 
要支援〜要介

護 1 30 4(13.3) 12(40.0) 14(46.7) 

要介護 2〜  67 14(20.9) 27(40.3) 26(38.8) 
CCI  
(median,  IQR)  1.0 (0.0-2.0) 1.0 (0.0-2.0) 2.0 (1.0-3.0) 
受診医療機関数  
(median,  IQR) 4.0 (3.0-6.0) 4.0 (3.0-6.0) 6.0 (4.0-9.0) 
PIMs   
なし  266 205(77.1) 45(16.9) 16(6.0) 
あり  1411 312(22.1) 545(38.6) 554(39.3) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表 3. 65 歳以上の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝4546 人） 
 Total  1-5 種類  6-9 種類  10≦  種類  
 N=454

6 
N=1320(%) N=1905(%) N=1321(%) 

年齢      
65-74 1155 352(30.5) 488(42.2) 315(27.3) 
75-84 2114 642(30.4) 868(41.0) 604(28.6) 
85≦  1277 326(25.5) 549(43.0) 402(31.5) 

性別      
女性  2527 723(28.6) 1057(41.8) 747(29.6) 
男性  2019 597(29.6) 848(42.0) 574(28.4) 
世帯人数  

2 人以上  907 271(29.9) 365(40.2) 271(29.9) 
独居  3639 1049(28.8) 1540(42.3) 1050(28.9) 
就労（１年間）     
なし  4390 1244(28.3) 1844(42.0) 1302(29.7) 
あり  156 76(48.7) 61(39.1) 19(12.2) 
障害の認定      
なし  3618 1145(31.7) 1506(41.6) 967(26.7) 
あり  928 175(18.9) 399(43.0) 354(38.1) 

要介護認定      
なし  2179 774(35.5) 907(41.6) 498(22.9) 
要支援 ~ 
要介護 1 935 225(24.1) 391(41.8) 319(34.1) 

要介護 2 1432 321(22.4) 607(42.4) 504(35.2) 
CCI 
(median,  IQR)  1.0 (1.0-3.0) 2.0 (1.0-3.0) 3.0 (2.0-4.0) 
受診医療機関数  
(median,  IQR) 4(2-6) 4(2-6) 6(4-9) 
PIMs   
なし  826 560(67.8) 212(25.7) 54(6.5) 
あり  3720 760(20.4) 1693(45.5) 1267(34.1) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表４. 40-64 歳の多剤投薬に関連する要因：マルチレベル多項ロジスティック回帰分析 
   Model1 N=1626  Model2 N=1555 
 6-9 種類  10≦  種類   6-9 種類  10≦  種類  
 B (95% CI) 
年齢  (参照 .  40-49)     

50-59 0.06(-0.25,  
0.38) 

0.24(-0.10,  
0.59)  0.11(-0.21,  

0.44) 
0.25(-0.10,  
0.61) 

60-64 0.31(-0.05,  
0.68) 

0.58(0.19,  
0.98)  0.37(-0.01,  

0.74) 
0.60(0.20,  
1.01) 

性別  (参照 .女性 )      
男性  -0.15(-0.41,  

0.11) 
-0.14(-0.42,  
0.14)  -0.21(-0.48,  

0.06) 
-0.19(-0.48,  
0.09) 

世帯人数  (参照 .  2 人以上 )  
独居  0.34(0.06,  

0.61) 
0.17(-0.12,  
0.46)  0.33(0.05,  

0.61) 
0.18(-0.12,  
0.47) 

就労状況  (参照 .  なし )  
あり  -0.46(-0.77,  -

0.15) 
-1.00(-1.37,  -
0.64)  -0.57(-0.89,  -

0.25) 
-1.15(-1.52,  
-0.77) 

障害の認定  (参照 .  なし )  
あり  0.24(-0.03,  

0.51) 
0.77(0.50,  
1.05)  0.25(-0.03,  

0.53) 
0.77(0.48,  
1.05) 

要介護認定  (参照 .  なし )      
要 支 援 〜 要

介護 1 
0.82(-0.33,  
1.98) 

0.88(-0.28,  
2.05)  0.70(-0.47,  

1.87) 
0.76(-0.42,  
1.94) 

要介護 2〜  0.35(-0.33,  
1.04) 

0.11(-0.60,  
0.82)  0.28(-0.42,  

0.98) 
-0.09(-0.83,  
0.64) 

CCI  0.09(0.00,  
0.18) 

0.26(0.17,  
0.35)  0.08(-0.01,  

0.17) 
0.25(0.16,  
0.35) 

健診受診  (参照 .  なし )      
あり  -0.69(-1.19,  -

0.20) 
-0.82(-1.33,  -
0.30)  -0.70(-1.19,  -

0.20) 
-0.80(-1.32,  
-0.28) 

受診医療機関

数  
0.04(-0.01,  
0.08) 

0.18(0.14,  
0.22)  0.05(0.00,  

0.09) 
0.18(0.14,  
0.23) 

地域ソーシャルキャピタル指標  
市民参加     -0.05(-0.18,  

0.08) 
-0.21(-0.35,  
-0.07) 

社会的凝集

性  
   -0.01(-0.08,  

0.07) 
0.08(0.00,  
0.15) 

互酬性     0.03(-0.14,  
0.2) 

0.04(-0.14,  
0.22) 

受診医療機関数    0.01(-0.01,  
0.02) 

0(-0.01,  
0.01) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 太字 p<0.05  
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表 5. 65 歳以上の多剤投薬に関連する要因：マルチレベル多項ロジスティック回帰分析の

結果 
   Model1 N=4466  Model2 N=4379 
 6-9 種類  10≦  種類   6-9 種類  10≦  種類  
 B (95% CI) 
年齢  (参照 .  65-74)     

75-84 -0.07(-0.26,  
0.11) 

-0.10(-0.31,  
0.11)  -0.05(-0.23,  

0.14) 
-0.08(-0.30,  
0.13) 

85≦  0.04(-0.19,  
0.26) 

-0.02(-0.28,  
0.23)  0.06(-0.17,  

0.28) 
-0.02(-0.28,  
0.24) 

性別  (参照 .女性 )      
男性  -0.05(-0.20,  

0.11) 
-0.10(-0.28,  
0.07)  -0.06(-0.21,  

0.09) 
-0.12(-0.30,  
0.05) 

世帯人数  (参照 .  2 人以上 )  
独居  0.01(-0.17,  

0.20) 
-0.10(-0.31,  
0.11)  0.00(-0.18,  

0.19) 
-0.10(-0.31,  
0.11) 

就労状況  (参照 .  なし )  
あり  -0.45(-0.82,  -

0.09) 
-1.13(-1.67,  -
0.58)  -0.45(-0.82,  -

0.08) 
-1.21(-1.78,  -
0.64) 

障害の認定  (参照 .  なし )  
あり  0.48(0.28,  

0.68) 
0.70(0.48,  
0.92)  0.45(0.25,  

0.66) 
0.67(0.45,  
0.89) 

要介護認定  (参照 .  なし )      
要 支 援 〜 要

介護 1 
0.20(0.00,  
0.41) 

0.46(0.23,  
0.69)  0.19(-0.01,  

0.4) 
0.45(0.22,  
0.69) 

要介護 2〜  0.28(0.09,  
0.47) 

0.66(0.45,  
0.87)  0.28(0.08,  

0.47) 
0.66(0.44,  
0.88) 

CCI  0.18(0.13,  
0.23) 

0.29(0.24,  
0.34)  0.18(0.14,  

0.23) 
0.29(0.24,  
0.34) 

健診受診  (参照 .  なし )      
あり  -0.47(-0.82,  -

0.13) 
-0.11(-0.48,  
0.25)  -0.48(-0.82,  -

0.14) 
-0.14(-0.50,  
0.23) 

受 診 医 療機関

数  
0.12(0.08,  
0.15) 

0.28(0.25,  
0.32)  0.12(0.09,  

0.16) 
0.29(0.25,  
0.33) 

地域ソーシャルキャピタル指標  
市民参加     -0.06(-0.13,  

0.02) -0.09(-0.17,  0)  

社 会 的 凝 集

性  
   0.02(-0.02,  

0.07) 0.05(0,  0.1)  

互酬性     -0.05(-0.15,  
0.06) 

-0.03(-0.15,  
0.08) 

受診医療機関数    0.00(-0.01,  
0.00) 0(-0.01,  0)  

CCI: チャールソン併存疾患指数 太字 p<0.05 
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表 6. 生活保護を曝露変数として用いた先行研究のまとめ 
著者 年 研究デザ

イン 
セッティング／参

加者 
データ 比較 

対象 
N  
(生活保護/非生活

保護) 

成果 調査結果 

Noda 
T, et 
al.(25) 

2001 前向きコ

ホート研

究 

禁酒自助グループ

に参加しているア

ルコール依存症患

者 

医療記録

と各患者

またはそ

の家族へ

のフォロ

ーアップ

インタビ

ュー 

非 利

用者 
306（83/214） 
9 人は生活保護情

報が欠損 

安定した禁

酒と死亡率 
非生活保護利用者は生活保護利用者より

も安定した禁酒（オッズ比：7.2、95%信頼
区間：1.8-28.4）および死亡率の低下（ハ

ザード比：0.5、95%信頼区間：0.4-0.8）が

望ましい。 

Kobaya
shi O, 
et al.(14) 

2008 症例対照

研究 
単一施設／覚醒剤

使用障害と診断さ

れた患者（19～60
歳） 

医療記録 非 利

用者 
101 (26/75) 3 ヵ月間の

治療継続率 
治療継続群では、生活保護を受けている

患者の割合が有意に多かった（38％対

17％）。生活保護を受けている患者は、受

けていない患者より治療継続率が 2 倍高
かったが、統計的には境界的であった（補

正後オッズ比：2.38、95%信頼区間：0.92-
6.16、p＝0.074）。 

Wada 
T, et al. 
(30) 

2009 回顧的コ

ホート研

究 

関節鏡視下手術を

受けた外側上顆炎

患者（42～71 歳） 

医療記録

および自

記式質問

紙調査 

非 利

用者 
18 (4/14) 腕、肩、手

の障害スコ

ア 

生活保護は、外側上顆炎に対する関節鏡

視下手術後の予後不良の潜在的予測因子

であることが判明した（スコア中央値：

36.5 vs. 2.2、p = 0.03）。 
Kamim
ura A, 
et al. (6) 

2013 回顧的コ

ホート研

究 

生涯において何ら

かの親密なパート

ナーからの暴力

（IPV）を経験した

ことのある女性

（24～80 歳）を対

象に、半構造化面

接によりデータを

インタビ

ュー調査 
非 利

用者 
回答者 101 人の

3,403 人年（うち、

利用者 154 人年） 

親密なパー

トナーから

の暴力に特

異的な医療

受診行動 

生活保護の受診は、IPV に特異的な医療

機関受診行動と負の関連があった（係数：

1.08、SE：0.48）。 
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収集した。 

Uchim
ura K, 
et al. (29) 

2015 回顧的コ

ホート研

究 

日本における 15～
59 歳の新規結核登

録患者 

全国を代

表する登

録データ 

そ の

他 の

保険 

9,097 人（711 人／

無保険：321 人、

保険：8,065 人） 

結核による

死亡 
生活保護と結核による死亡との関連は多

変量モデルでは消失した。しかし、保険未

加入者では関連が残っていた（調整済み

ハザード比［95%信頼区間］：1.08［0.78-
1.51］および 1.48［1.02-2.15］、それぞれ

生活保護および無保険の場合）。生活保護

は、特に非正規労働者や失業者に限れば、

生存率の改善に寄与する可能性がある

（Kaplan-Meier曲線の結果より）。 
Takena
ka Y, et 
al. (28) 

2016 回顧的コ

ホート研

究 

単一施設／新規に

診断され組織学的

に確定された頭頸

部扁平上皮がん

（HNSCC）患者、年

齢中央値 76 歳（範

囲 28～92 歳）。 

医療記録 そ の

他 の

保険 

407 (72/335) 死亡率 臨床病期分布は、生活保護群と他の保険

群との間に有意差はなかった（オッズ比：

1.36、95%信頼区間：0.78-2.39、III 期およ

び IV 期）。 5 年全生存率、HNSCC死亡
の累積発生率、その他の死亡の累積発生

率は、生活保護群とその他の保険群でそ

れぞれ 
63.3％と 59.1％、27.0％と 31.8％、10.3％
と 9.7％であった。生活保護と HNSCC死
亡の関連に関する調整済み部分分布ハザ

ード比は 0.73（95%信頼区間：0.44-1.21）
であった。 

Funako
shi M, 
et al. (3) 

2017 横断研究 多施設/若年成人 2
型糖尿病（T2DM）

患者（20～40 歳） 

医療記録

および自

記式質問

紙調査 

そ の

他 の

保険 

672 (64/608) 糖尿病合併

症 
生活保護を受けた患者は、一般的な危険

因子を調整した後の糖尿病合併症のオッ

ズ比が高い（網膜症のオッズ比は 2.19
（1.20-3.95）、腎症のオッズ比は 2.60
（1.16-5.50））。  
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Kawah
ara 
Y.Y, et 
al. (10) 

2017 回顧的コ

ホート研

究 

単一施設／救急外

来に入院し、その

後自傷行為のエピ

ソードがあった患

者 

医療記録 非 利

用者 
405 (54/351) 短期の自傷

行為の繰り

返し（1 ヵ
月未満と 6
ヵ月未満） 

生活保護での生活は 6 ヵ月以内の自傷行

為の反復と関連していた（調整済ハザー

ド比：3.13［95% 信頼区間 1.70-5.75］）。 

Nakani
shi M, 
et al. (22) 

2017 パネルデ

ータ 
全国患者調査 全国を代

表する調

査データ 

非 利

用者 
13,014 
(1,112/11,902) 

故意の自傷

行為 
生活保護を受けている患者の割合は、意

図的な自傷行為を行った患者（8.5％）で

一般集団よりも高かった。 
Yuda 
M. (34) 

2018 横断研究 医療扶助に関する

実態調査（医療保

険実態調査）。 
公的医療保険にお

ける医療活動実態

調査（医療介護新

領域別調査） 

全国を代

表する個

人レベル

の請求デ

ータ 

そ の

他 の

保険 

299,520 
(18,693/280,827) 

入院医療の

弾力性 
医療扶助患者の医療費は、他の医療保険

患者の医療費よりも著しく高く、弾力性

は約 0.20 である。 

Izumi 
K, et al. 
(5) 

2019 パネルデ

ータ 
1 自治体／結核菌
の遺伝子型データ

が通知された培養

陽性結核患者 

登録デー

タ 
非 利

用者 
1,025 人（304/720） 
1 人は生活保護情

報が欠損 

クラスター

症例 
結核診断時に生活保護を受けていたこと

（調整済みオッズ比：1.81、95%信頼区間：
1.15-2.84）は、遺伝子型のクラスタリング

と関連していた。 
Cho T, 
et al. (1) 

2020 回顧的コ

ホート研

究 

妊娠中にクラミジ

アトラコマティス

検査を受け、妊娠

22 週目以降に出産

した単施設／女性

（対照群：陰性と

判定された患者の

中から無作為に抽

出した者） 

医療記録 非 利

用者 
2,233 (74/2,159) 早産 クラミジア陽性群は対照群より生活保護

適用率が高かった（12.4％対 2.1％）。 

Ikeda 
K, et al. 

2020 症例対照 単一施設／救急部 医療記録 そ の 340 (27/313) 頻繁な救急 性、年齢、潜在的交絡因子を調整した後で
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(4) 研究 （救急外来）を受

診した 20 歳以上の

患者  

他 の

保険 
外来の利用 も、生活保護の受診は頻回受診のオッズ

比を有意に増加させた（オッズ比：3.89、
95%信頼区間：1.62-9.35）。 

Kaneko 
M, et 
al. (7) 

2020 横断研究  
多施設/救急外来を

受診した患者 

医療記録 非 利

用者 
20,388 人（110 人

/20,257 人）、21 人

は生活保護情報

が欠損 

頻繁な救急

外来の利用 
生活保護を受けること（調整後オッズ比：

7.19、95%信頼区間：2.87-18.07）は、頻繁

な救急外来受診と関連していた。 

Osawa 
I, et al. 
(26) 

2020 横断研究 単一施設/救急外来
患者（18 歳以上） 

医療記録 非 利

用者 
556 (37/519) 入院率 頻繁に救急外来を受診する患者は、そう

でない患者よりも生活保護を受ける傾向

があった（8.9％ vs 4.7％）。   
入院リスクは頻繁な救急外来利用とは関

連していなかった（調整後オッズ比：1.21、
95%信頼区間、0.74-1.96）。 

Yoshik
awa R, 
et al. 
(33) 

2020 パネルデ

ータ 
日本の結核サーベ

イランスデータ 
登録デー

タ 
そ の

他 の

保険 

88,351 
(7,148/81,203) 

患者の遅れ

（症状発生

から初診ま

での期間）：

短い、中程

度、長い遅

れ 

生活保護を受けることは、特に中等度と

長時間の遅れの危険因子であった（調整

後オッズ比［95%信頼区間］）：調整後オ

ッズ比［95%信頼区間］：1.19［1.09-1.31］
および 1.36［1.16-1.60］（それぞれ中等度

および長時間の遅れに対して 

Kaneko 
M, et 
al. (9) 

2021 前向きコ

ホート研

究 

多施設／在宅また

は介護施設で医師

主導の定期的医療

を受け始めた患

者、65 歳以上 

医師によ

る調査デ

ータ 

非 利

用者 
825 (115/710) 全死因死亡

率 
多変量 Cox比例ハザードモデルでは、生

活保護の非受領が死亡率と関連している

ことが示され、生活保護を受けた患者は

死亡する可能性が低いことが示された

（マルチプルインピュテーションによる

調整後ハザード比：0.61（0.41-0.90）（完

全症例解析、n＝663：0.65［0.42-1.01） 
Koyam
a Y, et 
al. (15) 

2021 横断研究 公立小学校に通う

6～7 歳児全員の養

育者を対象に、1自
治体／1 件の調査

社会調査

デ ー タ

（自記式

アンケー

生 活

保 護

を 利

用 し

6,920 ( 生活保護

(+)/LI(+)：191、生

活保護 (-)/LI(+)：
452 、 生 活 保 護

強さと困難

に関する質

問票（SDQ） 
 

SDQ スコアと CRCS スコアは、生活保護

の利用者と非利用者の間に有意差はなか

った。しかし、精神的な健康状態について

は、特に情緒的症状や向社会的行動など、
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を実施 ト） て い

な い

低 所

得 世

帯

（LI）
世帯 

(-)/LI(+)：6,277) 子どものレ

ジリエント

コーピング

ス ケ ー ル

（CRCS） 

すべてのスコアで生活保護利用者の方が

悪かった。生活保護利用世帯の子どもは、

非利用世帯の子どもよりも登校拒否のリ

スクが高かった。生活保護利用世帯の子

どもは、生活保護非利用世帯の子どもよ

りも登校拒否の可能性が4倍高かった（オ

ッズ比：4.00、95%信頼区間：0.85-18.84、
p＝0.080）。 

Watana
be S, et 
al. (32) 

2021 回顧的コ

ホート研

究 

単一施設／ST 上昇

型心筋梗塞患者 
医療記録 非 利

用者 
525 (67/458) 臨床的特徴 喫煙率は生活保護群で非生活保護群より

高かった（91.0 vs. 81.1%, p = 0.02）。高比

重リポ蛋白コレステロール値は生活保護

群 で 非 生 活 保 護 群 よ り 低 か っ た

（43.2±9.9mg/dL vs. 47.1±12.8mg/dL, p = 
0.005）。入院時の心室性不整脈は生活保

護群で非生活保護群より有意に多かった

（11.9 vs. 4.8%, p = 0.02）。左室駆出率は

生活保護群で非生活保護群より低かった

（急性期 46.6％±10.7 vs. 53.3±8.6, p = 
0.001; 慢性期 48.7％±10.1 vs. 55.3±9.4, p = 
0.008）。 

Fujito 
H, et al. 
(2) 

2022 回顧的コ

ホート研

究 

単一施設／急性心

不全（HF）で入院

し、退院または転

院した患者を 1 年

間追跡した。 

医療記録 そ の

他 の

保険 

771 (87/684) 退院後の心

臓イベント

（心血管疾

患（CVD）

による死亡

または再入

院 

生活保護群は非生活保護群に比べて有意

に若く、糖尿病、喫煙、虚血性心疾患、高

血圧性心疾患の罹患率が有意に高く、推

定糸球体濾過量が有意に低かった。  生
活保護を利用する急性心不全患者は、非

利用者と同様に、侵襲的治療を含む質の

高い医療を受けた。共変量を補正した結

果、生活保護の利用は 1 年心イベント発

生率と独立して関連していた（ハザード

比：2.15、95%信頼区間：1.42-3.26）。  
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Kaneko 
M, et 
al. (8) 

2022 横断研究 ある自治体／75 歳

以上の高齢者で、

年に 4 回以上医療

機関を受診した人 

クレーム

データ 
非 利

用者 
413,600 
(14,243/399,357) 

ケアの断片

化（ケアの

断片化指数

（FCI） 

多変量解析の結果、生活保護を受けてい

る患者は受けていない患者より FCI が低
く、係数は 0.137 であった（これは、生活

保護を受けている人は、受診したい医療

機関名を自治体に報告する必要があるこ

とから説明できる）。 
Kino S, 
et al. 
(11) 

2022 横断研究 39 の自治体／高齢

の地域居住利用者 
社会調査

デ ー タ

（自記式

アンケー

ト） 

非 利

用者 
93,280 
(1,093/9,2187) 

抑うつ症状

（老年期抑

う つ 尺 度

GDS） 

高齢の生活保護利用者は非利用者よりも

抑うつ症状の有病率が高い（有病率比：

1.57 [95%信頼区間: 1.47-1.67]）。 

Kino S, 
et al. 
(12) 

2022 横断研究 39 の自治体／高齢

の地域居住利用者 
社会調査

デ ー タ

（自記式

アンケー

ト） 

非 利

用者 
16,135 
(202/15,933) 
 

自殺念慮と

自殺企図 
生活保護利用者は非利用者に比べ、生涯

自殺念慮有病率が高く（有病率比：1.47、
95%信頼区間：1.02-2.13）、自殺未遂有病

率も高かった（有病率比：1.91、95%信頼
区間：1.20-3.04）。 

Nakaya
ma T, 
et al. (23) 

2022 症例対照

研究 
単一施設／維持透

析を開始した患者

（ 年 齢 中 央 値

（IQR）：70（59-79）
歳） 

医療記録 非 利

用者 
355 (13/342) 腹 膜 透 析

（PD）の選

択 

多変量解析の結果、生活保護（オッズ比：

0.70、95%信頼区間：0.08-6.09、p＝0.74）
は PD選択と有意な関連を示さなかった。 

Nishim
oto Y, 
et al. 
(24)  

2022 回顧的コ

ホート研

究 

多施設／急性心不

全（AHF）患者およ

び AHF のため初め

て入院した患者 

登録デー

タ 
非 利

用者 
3,728 (218/3,510) 退院後の全

死因、HF、
入院の 1 年

間の累積発

生率 

180 日を超える HF 入院の調整後リスク

は、生活保護を有する群で有意であった

（ハザード比：1.56、95%信頼区間：1.07-
2.29、p＝0.02）。 

Sengok
u T, et 
al. (27) 

2022 横断研究 2015年から2017年
にかけて日本に滞

在した人々 

NDB と医

療扶助レ

セプトデ

ータ 

非 利

用者 
日 本 に お け る

2015 年、2016 年、

2017 年の総利用

者数は、それぞれ

2 型糖尿病
有病率 

 47 都道府県における糖尿病（入院患者お

よび外来患者）の平均粗有病率および年

齢標準化有病率は、利用者で 7.8％、公的

医療保険加入者で 3.9％であった。都市レ
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2,161,442 人 、

2,148,282 人 、

2,130,482 人であ

った。 

ベルの分析では、地域別の T2D有病率の

オッズ比は 0.31～1.51 であった。 

Wakata 
S, et al. 
(31) 

2022 繰り返し

横断研究 
単一施設診療所の

患者 
診療記録 非 利

用者 
374 (68/306) SF-12 によ

る健康関連

QOL値 
身体的スコ

（PCS）、精
神的スコア
(MCS) 
社会的スコ

ア(RCS) 

生活保護利用者は、生活保護を利用して

いない者に比べ、PCS と RCS が低かった

（PCS：-8.24、95%信頼区間：-10.43～-
6.05、RCS：-7.87、95%信頼区間：11.88～
-3.85）。MCS スコアは、COVID-19流行

前後で、生活保護利用者では非利用者よ

りも有意に低下した（-4.27、95%信頼区
間：-6.67～-1.82）。 

Yuda 
M. (35) 

2022 横断研究 生活保護患者を対

象とした医療扶助

に関する実態調査  
 
国民皆保険患者を

対象とした公的医

療保険における医

療活動に関する調

査 

全国を代

表する個

人レベル

の請求デ

ータ 

そ の

他 の

保険 

1,698,857 
(261,546/1,437,311
) 

外来医療利

用率  
生活保護の割り当てにより、月間医療費

は約 20％増加し、月間受診回数は約 25％
増加した。生活保護受益者に自己負担を

課すと、月間医療費は約 25.0％、月間受

診回数は約 30％と大幅に減少する。   
これらの結果から推定される価格弾力性

は約-0.02 と極めて小さく、自己負担率の

水準が外来医療利用の集中的マージンに

与える影響はごくわずかであることを示

している。 
Lu Y, 
et al. 
(17) 

2023 前向きコ

ホート研

究 

19 市町村／要介護

認定を受けていな

い 65 歳以上の高齢

者 

社会調査

デ ー タ

（自記式

アンケー

ト） 

非 利

用者 
73,262（利用デー

タ詳細なし） 
5 年間の機

能障害 
リッジ回帰モデルでは、生活保護を受け

ている世帯の特徴が機能障害の重要な予

測因子であった。 

Miyake 
H, et al. 
(18) 

2023 横断研究 単一施設／関節リ

ウマチ患者 
医療提供

者が患者

またはそ

非 利

用者 
991 (17/974) ポリファー

マシーと過

剰なポリフ

過剰なポリファーマシー（定期的に 10種
類以上の経口投与薬を服用していること

と定義）は、生活保護の有無と関連してい
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の代理人

に実施し

た調査デ

ータ 

ァーマシー た（オッズ比：3.80、95%信頼区間：1.23-
11.72）。 

Miyake 
H, et al. 
(19) 

2023 横断研究 単一施設／全身性

エリテマトーデス

（SLE）患者 

医療提供

者が患者

またはそ

の代理人

に実施し

た調査デ

ータ 

非 利

用者 
261 (8/253) ポリファー

マシーと過

剰なポリフ

ァーマシー 

過剰なポリファーマシーは生活保護の有

無と関連していた（多変量オッズ比：18.9、
95%信頼区間：3.30-102.65）。 

Miyake 
H, et al. 
(20) 

2023 横断研究 単一施設／関節リ

ウマチ患者 
医療提供

者が患者

またはそ

の代理人

に実施し

た調査デ

ータ 

非 利

用者 
991 (17/974) ワクチン接

種 
インフルエンザワクチン：生活保護は非

接種と有意に関連 

Nakam
ura Y, 
et al. 
(21) 

2023 症例対照

研究 
単一施設／精神神

経科を受診した者 
医療記録 生 活

保 護

を 受

け た

こ と

が な

い 

536 (87/449) 服薬アドヒ

アランスの

代理として

の受診行動 

生活保護の受診歴は不参加率の高さと関

連していた（オッズ比：2.04、95%信頼区
間：1.22-3.43、p＝0.007）。 

Kino S, 
et al. 
(13) 

2024 横断研究 60 の自治体／高齢

の地域居住利用者  
社会調査

デ ー タ

（自記式

アンケー

ト） 

非 利

用者 
16,366 
(229/16,137) 

歯科訪問 完全調整モデルでは、生活保護受療者は、

何らかの理由で歯科を受診する可能性が

24％低く（有病比［95%信頼区間］、0.76
［0.64-0.90］）、治療では 23％低く（0.77
［0.65-0.92］）、予防では 21％低かった

（0.79［0.65-0.95］）。 
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Kushib
uchi M, 
et al.  
(16) 

2024 回顧的コ

ホート研

究 

単一施設／アルコ

ール性肝硬変と診

断された患者 

医療記録 非 利

用者 
244 (62/182) 全死因死亡

率 
全死亡率は、生活保護群と非生活保護群

でそれぞれ 48.4％と 31.9％であった（p = 
0.002）。多変量 Cox回帰モデルでは、生

活保護利用のハザード比は 1.75（95%信頼
区間：1.03-2.98、p＝0.039）であった。 

 
  



別添３ 
令和５年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（厚生労働科学特別研究事業） 

総括研究報告書 

 
 

- 29 - 

表 7. 被保護者を研究集団全体として用いた先行研究のまとめ 
著者紹介 年 デザイン 設定／参加

者 
データ N 成果 調査結果 

Okumura 
Y, et al. 
(47) 

2019 横断研究 精神科病院

に入院中の

生活保護利

用者全員 

全国データ

ベース 
46,559 精神科入院の

年齢性別標準

化請求率 

利用者の精神科入院数と総医療費には地理的（都道府県）な

ばらつきがある。  
利用者の精神科入院、人口 10万人当たりの都道府県の精神

科病床数、生活保護を受ける人口の都道府県の割合には正

の相関がある。 
Nishioka 
D, et al. 
(41) 

2020 回顧的コ

ホート研

究 

日本の2つの

市町村の成

人受診者（20
歳以上） 

自治体デー

タベース 
6,016 頻繁な外来通

院 
 
一人暮らしの利用者は、一人暮らしでない利用者と比較し

て 1.58（95%信頼区間：1.05-2.39）であった。民間医療機関

を受診した利用者は、医療機関を受診した利用者と比較し

て 1.74％（95%信頼区間：1.20-2.52）であった。 
Isozaki A, 
et al. (37) 

2021 横断研究 無作為抽出

された日本

の高齢利用

者 

社会調査デ

ータ（自記式

アンケート） 

 1,280 健康診断の行

動 
健康行動尺度は、受診者の健康診断行動と相関する 2 つの

構成要素（自己の力に関する自己認識と日常的な健康のた

めの実践的スキル）を含んで開発された。 

Nishioka 
D, et 
al.(42) 

2021 回顧的コ

ホート研

究 

日本の2つの

自治体で生

活保護を受

けている世

帯の子ども

（15 歳未満） 

自治体デー

タベース 
573 子どもの急性

および慢性疾

患 

生活保護利用者のうち、ひとり親世帯で暮らす人は以下の

有病率が高い：喘息（IR：1.62、95%信頼区間：1.16-2.26）、
アレルギー性鼻炎（IR：1.41、95%信頼区間：1.07-1.86）、皮
膚炎および湿疹（IR：1.81、95%信頼区間：1.21-2.7）、歯科

疾患（IR：1.79、95%信頼区間：1.33-2.42） 
ひとり親世帯であることと子どもの急性健康状態との間に

は、有意な関連は認められなかった。 
Nishioka 
D, et al. 
(43) 

2021 回顧的コ

ホート研

究 

日本の2つの

市町村の成

人受診者（20
歳以上） 

自治体デー

タベース 
若年成人

（20～64
歳）2,698
人、高齢

成人（65
歳以上）

3,019 人 

糖尿病診断の

1 年累積罹患

率 

若年（20～64 歳）男性では、糖尿病と診断された人の発症

率が高かった： 
無職（IR：1.28、95%信頼区間：0.85-1.91） 
一人暮らし（IR：1.48、95%信頼区間：0.96-2.29）。 
しかし、若い女性と高齢の受診者では有意な関連は認めら

れなかった 
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Nishioka 
D, et al. 
(45) 

2021 回顧的コ

ホート研

究 

5 市町村の子

育て支援生

活保護利用

世帯 

自治体デー

タベース 
4,893世帯 家計の医療費 所得減少による政府の貯蓄は、貧困状態にある子育て世代

における医療費の増加によって相殺された（すなわち、現金

給付が 50米ドル減少すると、1世帯当たりの医療費は 248.6
米ドル増加する可能性がある［95%信頼区間：25.4-471.7］）。 

Nishioka 
D, et al. 
(46) 

2021 回顧的コ

ホート研

究 

日本の2つの

市町村の成

人受診者（20
歳以上） 

自治体デー

タベース 
4,497 歯科治療への

アクセス 
若年（IR：0.87［10 歳まで］、95%信頼区間：0.84-0.91）、女
性（IR：1.22、95%信頼区間：1.08-1.38）、移民（IR：1.53、
95%信頼区間：1.16-2.01）、および障害の認定（IR：1.30、95%
信頼区間：1.08-1.56） の属性をもつ生活保護利用者では歯

科医療を受けやすい。 
統計的に有意ではないが、一人暮らしと雇用は、歯科治療へ

のアクセスの潜在的な予測因子である。 
Kino, et 
al. (38) 

2022 回顧的コ

ホート研

究 

地域居住の

高齢利用者  
社会調査デ

ータ（自記式

アンケート） 

347 生活保護プロ

グラムの開始

または終了 

地域社会との相互扶助の認識が高い人は、そうでない人に

比べて 3 年後に生活保護を開始する可能性が 1.21倍（95%
信頼区間：1.02-1.46）高かった。居住コミュニティに愛着を

感じている生活保護利用者は、そうでない人に比べて 3 年

後に生活保護をあきらめる可能性が 1.16 倍高かった（95%
信頼区間：1.06-1.28）。同様に、社会的役割をもっていた人

は、そうでない人に比べて 3 年後に生活保護をあきらめる

可能性が 1.15倍高かった（95%信頼区間：1.01-1.30）。 
Kino, et 
al. (39) 

2022 回顧的コ

ホート研

究 

地域居住の

高齢利用者  
社会調査デ

ータ（自記式

アンケート） 

335 社会的関係の

変化 
生活保護を受けなくなった利用者は、友人の数、友人と会う

頻度、スポーツや趣味のサークルへの参加が増加した。逆

に、2013 年の非利用者が 2016 年に生活保護を受け始めて

も、社会的関係は有意に変化しなかった。 
Nishioka 
D, et al. 
(40) 

2022 回顧的コ

ホート研

究 

日本6自治体
の利用者 

自治体デー

タベース 
15,739 頻回受診：月

15回以上の受

診行動 

決定木分析を用いると、障害の認定を持ち、就労しているサ

ブグループが頻回受診の最も高いリスクを示した（発生率：

16.7％）。 
従来の回帰分析では、無職であることは頻回の外来通院と

有意に関連していた（IR：1.71、95%信頼区間：1.13-2.59）。
一人暮らしも回帰分析では予測因子であったが、CART 分

析では予測因子ではなかった。 
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Imamatsu 
Y, et al. 
(36) 

2023 横断研究 無作為抽出

された日本

の高齢利用

者 

社会調査デ

ータ（自記式

アンケート） 

1,608 一人暮らしで

生活保護を受

けている高齢

者のための健

康 行動尺度

（HBSO）  

Lubben の社会的ネットワーク尺度の得点が高い受益者は、

HBSO の得点がより好ましい。健康診断の受診も HBSO 上

昇の予測因子であった。 

Nishioka 
D, et al. 
(44) 

2023 回顧的コ

ホート研

究 

日本の2つの

市町村の成

人受診者（20
歳以上） 

自治体デー

タベース 
2,386 予定外の喘息

受診 
就労している利用者のうち、予定外の受診の IR は、以下の

利用者で高かった。 
成人と同居している利用者（IR：1.90、95%信頼区間：1.00-
3.59）と 
子どもと同居している利用者（IR：2.35、95%信頼区間：1.11-
4.95）は、一人暮らしの利用者よりも多かった。 
就労していない利用者では、予定外の訪問の IR は利用者の

方が低かった。 
家族と同居（IR：0.74、95%信頼区間：0.41-1.35）  
および子どもと同居している利用者（IR：0.50、95%信頼区
間：0.20-1.23）は、一人暮らしの利用者よりも高かった。 

Ueno K, 
et al. (48) 

2023 横断研究 日本の2つの

自治体の高

齢利用者（65
歳以上） 

自治体デー

タベース 
3,165 ソフトクラス

タリング法に

よる高齢利用

者のクラスタ

リング 

ソフトクラスタリングの手法を用いることで、高齢利用者

の中から意味のあるセグメントを特定することができ、利

用者への支援策を検討する際に役立つ。  
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表 8. 令和 3（2021）年度の架電による健診受診勧奨が実施できた群とそうでない群の比較 
  勧奨群   非勧奨群    

変数名 カテゴリー 勧奨者数 
N=225 

受診者数 
n=26 

各カテゴリ

ーの受診割

合 

非勧奨者数 
N=148 

受診者数 
n=6 

各カテゴリ

ーの受診割

合 
p値 

年齢 40-49 歳 89 4 4.5% 50 3 6.0% 0.69 
 50-59 歳 166 22 13.3% 98 3 3.1% 0.006 

性別 女性 145 12 8.3% 81 3 3.7% 0.18 
 男性 110 14 12.7% 67 3 4.5% 0.07 

就労収入 あり 133 9 6.8% 65 3 4.6% 0.55 
 なし 122 17 13.9% 83 3 3.6% 0.014 

過去の健診受診歴 あり 23 5 21.7% 12 4 33.3% 0.45 
 なし 232 21 9.1% 136 2 1.5% 0.003 

世帯構成 独居 122 11 9.0% 78 3 3.8% 0.16 
 二人以上 133 15 11.3% 70 3 4.3% 0.09 

定期的に受診する医療機関 あり 146 17 11.6% 77 6 7.8% 0.36 

  なし 109 9 8.3% 71 0 0.0% 0.012 
p値は各カテゴリーごとの勧奨群および非勧奨群における受診率のカイ二乗検定の結果 
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表 9. 令和 4（2022）年度の架電による健診受診勧奨の群分け：世帯番号の奇数群と偶数群の比較 
変数 カテゴリー 奇数群 N=247 ％ 偶数群 N=225 ％ p 
架電勧奨 可 126 51.0% 114 50.7% 1.00 
 不通 121 49.0% 111 49.3%  
2021 年度の架電勧奨の有無 あり 150 60.7% 145 64.4% 0.40 
 なし 97 39.3% 80 35.6%  
年齢 40-49 歳 93 37.7% 73 32.4% 0.23 

 50-59 歳 154 62.3% 152 67.6%  
性別 女性 135 54.7% 111 49.3% 0.25 

 男性 112 45.3% 114 50.7%  
就労収入 あり 103 41.7% 103 45.8% 0.37 

 なし 144 58.3% 122 54.2%  
過去の健診受診歴 あり 34 13.8% 28 12.4% 0.67 
  なし 213 86.2% 197 87.6%   
世帯構成 独居 131 53.0% 132 58.7% 0.22 

 二人以上 116 47.0% 93 41.3%  
定期的に受診する 
医療機関 あり 141 57.1% 128 56.9% 0.97 
 なし 106 42.9% 97 43.1%  
居住地区 北部 64 25.9% 44 19.6% 0.09 
 中部 121 49.0% 109 48.4%  
 南部 62 25.1% 72 32.0%  

p値は各変数カテゴリーの奇数群および偶数群における分布のカイ二乗検定の結果 
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図 2. 令和 4（2022）年度の架電勧奨のプロトコール：奇数群・偶数群の架電勧奨と観察期間およびその結果 

 

 
 
脚注：期間全体での介入群の受診割合（14/466=3.0%)、対照群の受診割合（11/468=2.4%）、一般化推定方程式による条件付きオッズ比 1.35

（95%信頼区間 0.59-2.93, p=0.503） であった。 
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生活保護利用者の多剤処方に関する質的研究 

      研究分担者  上野 恵子 （京都大学） 

研究分担者  近藤 尚己 （京都大学） 

      研究協力者  西岡 大輔 （大阪医科薬科大学） 

研究協力者  木野 志保 （東京医科歯科大学） 

 

 

Ａ．研究目的 
近年、生活保護制度において多剤投薬及

び重複投薬に特化したレセプト点検や、薬

局と連携した薬学的管理・指導の強化の取

り組みが実施されている。平成29年より被

保護者が処方箋を持参する薬局をできる限

り一カ所にし、薬局で薬学的管理・指導を

実施するとともに、薬剤師が重複処方等に

ついて医師に情報提供を行う予算事業が開

始されている。令和元年度からは、被保護

者が医療機関の受診及び調剤薬局の利用の

際に、お薬手帳を持参することで、併用禁

忌薬の処方防止や重複処方の確認を行うモ

デル事業（「お薬手帳を活用した重複処方

の適正化」）が複数の自治体で実施されて

いる1。 

ただし、現時点では、被保護者の多剤投

薬や重複投薬に関しては、その実態は明ら

かになっていない。多剤投薬、重複投薬は

薬物有害事象のリスクがあり、被保護者の

健康を維持していく上で大きな問題となり

うる2-3。一般的に多剤投薬

（polypharmacy）は5～6剤以上の処方薬の

併用と定義されている4。薬剤を投与され

ている65歳以上の被保護者のうち、同一月

内に15種類以上を処方されている患者は約

10％であることが報告されている5。ま

た、重複投薬（同一月内に同一成分の薬剤

を複数医療機関から処方）を受けている被

保護者は、全国で薬剤を処方されている患

研究要旨 
近年、⽣活保護制度において多剤投薬及び重複投薬に特化したレセプト点検や、薬局と連携し
た薬学的管理・指導の強化の取り組みが実施されている。しかし、多剤投薬、重複投薬を受けて
いる被保護者の個⼈要因や投薬内容など詳細な内容について検討している研究は知る限り報告
されていない。本研究は、関⻄地⽅の中核市 A 市の医療扶助レセプトデータならびにケース記
録を活⽤し、被保護者の多剤投薬、重複投薬の実態を明らかにすることを⽬的とした。A 市の
2023 年上半期の医療扶助レセプト点検で確認された多剤投薬者の中は 75 ⼈のうち、性別、年
代、投薬数を考慮した 19名を分析対象者とした。その結果、最も投薬数が多かった被保護者は
38種類の投薬を受けており、被保護者の既往歴では整形外科系疾患や精神科系疾患が多かった。
既往歴が３つ以上ある者が⼤部分を占め、既往歴が⼀番多い者では 23の診断名がついていた。
重複投薬を受けている者は 5名だった本研究でも、⼀般患者集団と同様に、被保護者の多剤投薬
に疾患数が関係しており、既往歴として整形外科系疾患や精神科系疾患が多い状況が⾒出され
た。 
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者の2.7％だったことが分かっている5。し

かし、公的扶助（生活保護を含む）受給者

において多剤投薬、重複投薬を受けている

者の個人要因や投薬内容など詳細な内容に

ついて検討している研究は知る限り報告さ

れていない。 

以上より、福祉事務所は、被保護者の多

剤投薬、重複投薬の実態を把握して、医薬

品の適正利用を推進するとともに、被保護

者の生活の質の維持・向上を図ることが求

められている。 

そこで本研究では、先進的に被保護者健

康管理支援事業に取り組んできた自治体の

医療扶助レセプトデータならびにケース記

録を活用し、被保護者の多剤投薬、重複投

薬の実態を明らかにすることを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 
1. 研究デザイン 

事例研究（ケーススタディ）分析による

質的研究 

 
2. 研究対象 

 関西地方の中核市であるA市の2023年上

半期の医療扶助レセプト点検で多剤投薬者

（同一月内に15種類以上の医薬品の処方を

受けている外来患者）5と確認された18歳

以上の被保護者。ただし、施設入所者、薬

剤による訪問薬剤管理指導・居宅療養管理

指導の利用者を除く。 

 
3. 調査期間 

 2023年12月～2024年2月 

 
4. 調査方法・内容 

A市の2023年上半期の医療扶助レセプト

点検で確認された多剤投薬者の中から、性

別、年代、投薬数を考慮し、分析対象者を

選定した。分析対象者の選定は、A市福祉

事務所で健康管理支援事業を担当する保健

師に協力を得て行った。分析対象者の医療

扶助レセプトから多剤投薬に該当した月の

薬剤名を抽出した。また、分析対象者のケ

ース記録から、個人属性（性別、年齢）の

ほか、既往歴、保護開始時期、保護理由、

他法他施策利用の有無、就労歴、学歴、婚

姻歴、同居家族の有無、別居家族の情報、

他者（家族を含む）との交流の有無とし

て、情報を抽出した。また、分析の参考と

なる情報を「その他」として記載した。 

 
5. 分析方法 

 Yin6の事例研究（ケーススタディ）分析を

用いて、「4. 調査方法・内容」に記載した内

容を整理した。また、医療扶助レセプトの薬

剤名から重複投薬（同一月内に同一成分の

薬剤を複数医療機関から処方）5についても

確認した。 

 
（倫理面への配慮） 
被保護者の健康状況に関する福祉事務所

への質的研究の実施については、大阪医科

薬科大学研究倫理委員会（審査番号 2022-

089）および京都大学医学部医の倫理委員会

（R3565-1）において承認を得ている。 

 

Ｃ．研究結果 
1．研究対象者の概要 

A 市の保護率は 23.74‰であった（2023 年

末時点）。 A 市の 2023 年上半期の医療扶助

レセプト点検で確認された多剤投薬者の中
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は 75 人だった。その中から、性別、年代、

投薬数を考慮した 19 名を分析対象者とし

て選定した（表 1）。若年者として 20～30 歳

代の 3 名が選定された。最も投薬数が多か

った被保護者は、38種類の投薬を受けてい

た（ID2）。 

 詳細な分析結果は表 2（添付資料 1）に

記載した。被保護者の既往歴として、特に整

形外科系疾患や精神科系疾患が多かった。

既往歴が３つ以上ある者が大部分（17 名）

を占めていた。既往歴が一番多く記載され

ている者では、23の診断名がついていた（ID 

14）。重複投薬を受けている者は 5名（ID 1

～3、5～6）だった。重複投薬の薬効分類は、

解熱鎮痛消炎剤、鎮痛・鎮痒・収斂・消炎剤、

抗ヒスタミン剤、消化性潰瘍用剤、下剤・浣

腸剤、血液凝固阻止剤（ヘパリン類似物質油

性クリーム、ヒルドイドソフト軟膏）であっ

た。また、 同一医療機関から同じ 8種類の

処方薬を含む処方箋が 2 枚発行されていた

が、異なる調剤薬局に行って処方薬を受け

取ったと思われる者がいた（ID 12）。 

他法他施策を受けている者も多く、精神

障害者保健福祉手帳、身体障害者手帳の取

得者や自立支援医療の受給者が多かった。

療育手帳取得者もいた。同居家族では、家族

がおらず一人暮らしの者が多かった（12名）。

学歴では高校卒が一番多かった（10名）。1

名を除いて全員過去に就労歴があったが、

現在就労している者はいなかった。他社と

の交流に関しては、記載がなかったケース

が多かったものの、別居家族と交流がある

者、別居家族と疎遠の者、近所の知人から支

援を受けている者とさまざまであった。 

 

 

表 1 分析対象者 
ID 年齢 性別 投薬

数 
選定理由 

1 56 女性 27 多剤投薬 
2 62 女性 38 多剤投薬 
3 72 女性 24 多剤投薬 
4 69 男性 25 多剤投薬 
5 65 男性 28 25種類以上投薬 
6 59 女性 28 25種類以上投薬 
7 46 女性 25 25種類以上投薬 
8 76 女性 30 25種類以上投薬 
9 53 女性 31 25種類以上投薬 
10 62 女性 29 25種類以上投薬 
11 72 男性 32 25種類以上投薬 
12 45 男性 28 25種類以上投薬 
13 69 男性 27 25種類以上投薬 
14 59 女性 33 25種類以上投薬 
15 53 女性 30 25種類以上投薬 
16 50 男性 29 25種類以上投薬 
17 27 男性 15 若年 
18 34 女性 21 若年 
19 33 女性 21 若年 

 

Ｄ．考察 
本研究では、関西地方の中核市の医療扶

助レセプトデータならびにケース記録から、

被保護者の多剤投薬、重複投薬についての

詳細な実態を把握することができた。 

多剤投薬は疾患数と種類と関連しており、

高齢者では疾患数が多いほど、多剤投薬を

受ける可能性が高くなることは知られてい

る 7-9。多剤投薬の発生率は、疾患の種類と

組み合わせによって異なることも明らかと

なっている 7-9。また先行研究では、多剤投

薬と関連する疾患として、心血管障害、内分

泌障害、消化器障害、泌尿器障害、代謝疾患、

頻尿、不眠症が挙げられている 8。本研究で

も、既往歴が３つ以上ある者が 17名と大部

分を占めていたことから、多剤投薬には疾

患数が関係しているという先行研究の知見

と一致した。そして、本研究の被保護者の既
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往歴としては、整形外科系疾患や精神科系

疾患が多かった結果も他の先行研究の結果

と一致していた 10-11。 

多剤投薬と社会経済的地位との関係性は、

2000 年代以降の海外の先行研究を集めた系

統的レビューとメタ分析で検証されている

12-13。その結果、多剤投薬は低い社会経済的

地位と関連していることが明らかとなって

いる。特に、教育水準が低い人たちは、高い

教育水準の人たちと比較して、多剤投薬を

受ける可能性が 21％高かった 13。資産や社

会階級も多剤投薬と有意な関連性を認めた

が、収入、職業、雇用と多剤投薬との関連性

については、統計学的に有意な結果ではな

かった（ただし、この系統的レビューに含ま

れる大部分の研究が教育を社会経済地位の

指標として使用しており、他の指標を用い

ている研究は少なかったことに留意）。本研

究の被保護者の学歴は高校卒が一番多かっ

た（10名）が、必ずしも教育水準が低いと

は言えず、海外の知見とは一致していなか

った。日本においても社会経済的地位と多

剤投薬の関係性の検証が望まれる。 

多様な疾患を抱える患者の多剤投薬の経

験について 13 の質的研究を統合した研究

では、次のことが明らかになっている 14：

①多剤投薬を受けている患者は、薬剤情報

を必要して評価する点において他とは異な

った集団である、②患者は薬剤遵守の重要

性を認識しているが、それを実現するのは

難しい、③薬剤に関する意思決定は複雑で

ある、④患者―医師間のコミュニケーショ

ンには複数の関係要因が影響しており、こ

れらの要因は患者が重要な情報を伝えるの

を妨げる可能性がある、⑤多剤投薬は患者

の生活と自己認識に影響を与え、多剤投薬

に関する課題は薬剤服用だけの問題に限定

されない。以上のことからも、被保護者への

多剤投薬指導のみで多剤投薬の改善

（deprescribing）を促すことは難しいと考え

られる。 

被保護者の多剤投薬、重複投薬を改善し

ていくためには、「A.研究目的」で述べた現

行の事業とともに、被保護者健康管理支援

事業の一環として新たに提起された取り組

みを福祉事務所が推進していくことが必要

であろう。この新たな取り組みである令和 5

年度「医療扶助適正化等事業」では、福祉事

務所がレセプト点検により多剤投薬が疑わ

れる者を抽出し、該当の被保護者について

薬剤師と協議を行い、受診や薬局の利用方

法などに関する訪問指導を行うとともに、

医療機関等への受診に同行し、主治医との

投薬方針を検討するという支援である 1。薬

剤師も被保護者健康管理支援事業に参画す

ることは、被保護者の多剤投薬、重複投薬へ

の対応に大きく貢献することが期待される。 

本研究の限界として、関西地方の中核市

である 1 都市の被保護者のデータを用い、

かつ医療扶助レセプト点検で確認された多

剤投薬者の中から分析対象者を選定したた

め、転用可能性（特定の状況や調査協力者を

対象として得られた結果が、異なる状況や

調査対象者に対しても適用できる程度）が

低い可能性が挙げられる。また、分析対象者

のケース記録から調査項目を抽出したが、

保護歴が長期にわたる分析対象者の場合は

膨大なケース記録の一部を閲覧したため、

分析結果に多少偏りがあるかもしれない。 

特に「他者との交流」については、2023 年

度のケース記録からの情報を抽出したため、

他者との交流の変遷を描写することができ
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なかった。 

 
Ｅ．結論 
本研究は、関西地方の中核市の医療扶助

レセプトデータならびにケース記録を用い

て被保護者の多剤投薬、重複投薬について

詳細な実態を明らかとした。本研究でも、一

般患者集団と同様に、被保護者の多剤投薬

に疾患数が関係しており、既往歴として整

形外科系疾患や精神科系疾患が多い状況が

見出された。 
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被保護者における多剤処方と個人・地域要因に関する研究 

研究分担者  木野 志保 （東京医科歯科大学） 

研究分担者  近藤 尚己 （京都大学） 

研究協力者  笠原 正幸 （国際医療福祉大学薬学研究科 大学院生） 

研究協力者  川内はるな （大阪大学大学院医学系研究科 大学院生） 

研究協力者  上野 恵子 （京都大学） 

        研究協力者  西岡 大輔 （大阪医科薬科大学） 

 

 

Ａ．研究目的 
多剤併用は薬物有害事象の発生が多く、健

康状態に長期的な悪影響を及ぼす[1, 2]。生活

保護利用者（以下、被保護者）には、非受給

者と比較して、様々な慢性疾患の割合が多い

ことが報告されており、多剤併用は医療機関

への頻回な受診行動と関連があることから

[3]、被保護者の多剤併用は健康管理支援事業

の課題の 1つである[4]。そこで、被保護者の

多剤併用の要因を明らかにすることで、課題

解決の糸口になると考えた。 

本研究は、被保護者健康管理支援事業や医

療扶助適正化の取組を先進的に実践している

中核市 A の生活保護の基本台帳および医療扶

助レセプトや介護扶助レセプトなどのデータ

を活用して、被保護者の多剤投薬の実態とそ

の関連要因を明らかにすることを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 
2.1 デザイン 

本研究は横断研究である。 

研究要旨 
生活保護利用者（以下、被保護者）には、非受給者と比較して、慢性疾患の割合が多いこと

が知られている。また多剤併用は、医療機関への頻回な受診行動と関連することが報告されて

いる。そのため、多剤併用は被保護者健康管理支援事業の課題の 1つであるとされている。そ
こで、本研究は被保護者の多剤投薬の実態とその関連要因を明らかにすることを⽬的とした。 

⽣活保護の基本台帳および医療扶助レセプトや介護扶助レセプトなどのデータを⽤い、2021
年 4 ⽉から 2022 年 3 ⽉までの 1 年間に、同効の内服薬を 90 ⽇以上継続的に処⽅された 18 歳
以上の成⼈ 6,487 ⼈を分析対象者とした。分析の結果、被保護者において、約 7 割の定期受診

者が多剤投薬（6 剤以上）に、約 3 割が過度の多剤投薬（10 剤以上）に該当していたこと、ま

た 50-60 歳にそのピークが存在していることがわかった。さらに、不就労、障害ありといった

要因が、過度な多剤投薬が増える傾向と関連していること、市民参加が豊かな地域に住んでい

る被保護者では、過度な多剤投薬が少なくなる傾向と関連していることが明らかになった。し

たがって、成人の被保護者において、社会とのつながりやサポートが、多剤併用を減らす効果

がある可能性が示唆された。 
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2.2 対象者 

2021 年 4 月から 2022 年 3 月までの 1 年間

に、同効の内服薬を 90 日以上継続的に処方さ

れた 18 歳以上の成人 6,487 人を分析対象者と

した。対象者の選定は、ポリファーマシー

（＝多くの薬を服用することにより副作用な

どの有害事象起こすこと）研究で用いられる

対象者の定義 （＝定期的な服用をしている薬

がある慢性疾患を有する患者）(Bjerrum L, 

1997）を採用した。 

 
2.3 データ 

１）被保護者結合データ（6,487名） 

A 市の福祉事務所より、被保護者基本台帳

データ（年齢、性別、世帯構成、就労状況、

居住地域など被保護者の社会人口学的・経済

的状況に関する基本データ）、医療扶助レセプ

トデータ（傷病名、投薬内容、処方医療機

関、調剤機関など）、介護扶助レセプトデータ

（要介護認定の状況など）、健診・検診などの

受診歴データを個人単位で連結したデータ

（過去 3 年分）を使用した。また、6 剤以上

を多剤投薬、10 剤以上を過度な多剤投薬と定

義した。 

２）地域環境データ（7圏域、41小学校区） 

A 市長寿政策課、地域福祉課が実施した高

齢者福祉計画や地域福祉計画の立案のために

実施した地域環境に関するデータを利用し

た。これらのデータの中には、A 市が日本老

年学的評価機構（JAGES）と実施した調査の

データが含まれ、A 市の各圏域および小学校

区単位での地域ソーシャルキャピタル指標を

算出し、分析に使用した。 

 
2.4 統計解析手法 

本研究では、以下の２つの分析を行なっ

た。 

１）まず、被保護者の多剤投薬等の受療行動

に関する記述疫学分析を行なった。具体的に

は、被保護者あたりの投薬数の分布を確認

し、投薬数と年齢、性別、世帯構成、居住地

域のソーシャルキャピタル指標、処方医療機

関、調剤医療機関、傷病名などとの関連を記

述した。 

２）次に、マルチレベル多項ロジスティック

回帰分析を用いて、多剤投薬に関連する要因

を検証した。 

 
（倫理面への配慮） 
本研究の実施は、大阪医科薬科大学の倫理

審査において承認されている。またデータ連

結にあたって、データ提供先が上記のデータ

に共通する独自のキーID を設定し、各ファイ

ルを接合できるように加工しており、個人が

特定できないような配慮として、研究機関へ

は個人情報を削除し、匿名化したデータが提

供されている。 

 

Ｃ．研究結果 
対象者 6,487 人の服薬数の分布を図１に示

す。服薬数が 1－5種類の者が 46.6％、6種類

以上の多剤投薬の者が 37.8％、またその内 10

剤以上の過度な多剤投薬の者が 29.1％であっ

た。 

18−39 歳、40－64 歳、65 歳以上の成人にお

ける多剤投薬の分布の記述統計の結果をそれ

ぞれ表１、表２、表３に示す。分析の結果、

多剤投薬（６剤以上）には約 7 割の定期受診

者が該当していることがわかった。また、10

剤以上の過度な多剤投薬は各年代で約 3 割に

発生していた。 

年代としては、一般高齢者集団では高齢者

以降に多剤投薬が多いのに対して、被保護者
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では 50-60 歳にピークが存在していることが

わかった。特に過度な多剤投薬（10 剤以上）

に関連する要因には、18-64 歳で独居、40 歳

以上で不就労、全世代で障害の認定ありが挙

げられた。過度な多剤投薬が観察される人で

は並列受診医療機関数が多いこともわかった

（つまり１か所で多剤処方されるより、複数

医療機関で多剤処方された）。すべての年代の

過度な多剤投薬において、併存疾患が多く、

またポリファーマシーの原因として知られる

潜在的な不適切処方（高齢者の薬物療法ガイ

ドラインに準拠）が多く含まれていることも

わかった。 

次に、多剤投薬に関連する要因について、

マルチレベル多項ロジスティック回帰分析を

用いて解析した結果を表４（40－64 歳）およ

び表５（65 歳以上）に示す。分析結果から、

不就労、障害ありといった要因が、過度な多

剤投薬が増える傾向と関連していることが明

らかになった。また、市民参加が豊かな地域

に住んでいる被保護者では、過度な多剤投薬

が少なくなる傾向と関連することも明らかに

なった。 

 

Ｄ．考察 
本研究から、被保護者において、約 7 割の

定期受診者が多剤投薬に該当していたことが

わかった。一般般高齢者集団における多剤投

薬の割合は 3−4 割であるため、一般集団と比

較しても非常に高いことが明らかになった。 

また、どの年代においても被保護者の約 3

割が過度の多剤投薬に該当していたことがわ

かった。一般高齢者集団では高齢者以降に多

剤投薬が多くみられることが報告されている

が、本研究の結果から、被保護者では 50-60

歳にピークが存在していることがわかった。

従って、被保護者においては、一般集団と比

較して、多剤投薬の割合が多いだけでなく、

ピークを迎えるのが早いという課題も明らか

になった。 

また、記述統計の結果から、過度の多剤投

薬は、独居、不就労、障害認定あり、並列受

診医療機関数の多さが関連していること、回

帰分析の結果からも、不就労、障害ありとい

った要因が、過度な多剤投薬が増える方向に

作用していること、市民参加が豊かな地域に

住んでいる被保護者では、過度な多剤投薬が

少なくなる方向に作用する可能性も示唆され

た。従って、社会とのつながりや社会的サポ

ートがあることによって、多剤併用を減らす

効果があることが示唆された。 

被保護者は、一般集団と比較して、慢性疾

患、障がい、機能障害などの身体状態が多

く、また医療扶助により無料で医療機関に受

診できる。そのため、異なる医療機関を複数

受診することも多く、処方薬が積み重なり多

剤併用になりやすいと考えられる。また、多

剤併用となると服薬管理が困難になり、服薬

支援が少ない状況においては服薬アドヒアラ

ンスが悪くなり、さらに治療改善を確認でき

ずに処方薬が増える可能性も考えられる。そ

のため、ソーシャルキャピタルをはじめとし

た、社会的な周囲のサポートが投薬管理に重

要であることが示唆された。 

現在我が国では、地域医療を促進するため

に地域ソーシャルキャピタル醸成を推進して

おり[5]、実際に地域介入プログラムとして社

会参加の場を展開して、低所得の参加群は非

参加群に比べて要支援・要介護認定発生率を

半分にしたという実績もある[6]。このように

社会参加は地域とのつながりを作ることで健

康にポジティブな影響を与えることから、先

行研究の結果を応用し、本研究結果を踏まえ

て、被保護者においても、社会参加の場を提
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供する仕組みを組み入れることで、地域の助

け合いをうみ、多剤併用発生を改善する枠組

みとなるのではないかと考える。また、多職

種で連携し情報を共有することで、並列受

診・並列薬局を未然に防いだり、また並列受

診・並列薬局が発生してしまっても多剤併用

を防ぐ仕組み[2]を、普及させていく必要があ

ることが示唆された。 

 

Ｅ．結論 
 被保護者において、一般集団と比較して、

多剤投薬および過度の多剤投薬が多いこと、

またそのピークが早い年代で発生しているこ

とが本研究結果から明らかになった。さら

に、不就労、障害ありといった要因が、過度

な多剤投薬が増える方向に作用しているこ

と、市民参加が豊かな地域に住んでいる被保

護者では、過度な多剤投薬が少なくなる方向

に作用する傾向にあった。従って、社会との

つながりやサポートがあることによって、多

剤併用を減らす効果がある可能性が示唆され

た。 
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なし 

3．その他 
 なし 
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表１．18−39 歳の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝264 人） 
    Number of oral  medicines 
 Total  1-5 drugs 6-9 drugs 10≦  drugs 
 N=26

4 
N=150(%) N=86(%) N=28(%) 

年齢      
18-29 102 82(80.4) 16(15.7) 4(3.9) 
30-39 162 68(42.0) 70(43.2) 24(14.8) 

性別      
女性  157 85(54.1) 55(35.0) 17(10.8) 
男性  107 65(60.7) 31(29.0) 11(10.3) 
世帯人数  

2 人以上  159 94(59.1) 51(32.1) 14(8.8) 
独居  105 56(53.3) 35(33.3) 14(13.3) 
就労（１年間）     
なし  230 130(56.5) 76(33.0) 24(10.4) 
あり  34 20(58.8) 10(29.4) 4(11.8) 
障害の認定      
なし  183 111(60.7) 58(31.7) 14(7.7) 
あり  81 39(48.1) 28(34.6) 14(17.3) 

CCI (median,  
IQR) 

 
0.0 (0.0-1.0) 1.0 (0.0-2.0) 1.5 (1.0-2.0) 

受診医療機関数  
(median,  IQR) 4.0 (3.0-6.0) 5.0 (3.0-8.0) 7.0 (5.0-10.0) 
PIMs   
なし  79 72(91.1) 6(7.6) 1(1.3) 
あり  185 78(42.2) 80(43.2) 27(14.6) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表２．40−64 歳の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝1677 人） 
 Total  1-5 drugs 6-9 drugs 10≦  drugs 
 N=167

7 
N=517(%) N=590(%) N=570(%) 

年齢      
40-49 343 122(35.6) 117(34.1) 104(30.3) 
50-59 870 277(31.8) 305(35.1) 288(33.1) 
60-64 464 118(25.4) 168(36.2) 178(38.4) 

性別      
女性  923 274(29.7) 317(34.3) 332(36.0) 
男性  754 243(32.2) 273(36.2) 238(31.6) 
世帯人数  

2 人以上  547 192(35.1) 175(32.0) 180(32.9) 
独居  1130 325(28.8) 415(36.7) 390(34.5) 
就労（１年間）     
なし  1397 392(28.0) 497(35.6) 508(36.4) 
あり  280 125(44.6) 93(33.2) 62(22.1) 
障害の認定      
なし  1066 366(34.3) 391(36.7) 309(29.0) 
あり  611 151(24.7) 199(32.6) 261(42.7) 

要介護認定      
なし  1580 499(31.6) 551(34.9) 530(33.5) 
要 支 援 -要介護

１  30 4(13.3) 12(40.0) 14(46.7) 

要介護２ -  67 14(20.9) 27(40.3) 26(38.8) 
CCI(median,  IQR)  1.0 (0.0-2.0) 1.0 (0.0-2.0) 2.0 (1.0-3.0) 
受診医療機関数  
(median,  IQR) 4.0 (3.0-6.0) 4.0 (3.0-6.0) 6.0 (4.0-9.0) 
PIMs   
なし  266 205(77.1) 45(16.9) 16(6.0) 
あり  1411 312(22.1) 545(38.6) 554(39.3) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表３．65 歳以上の成人における多剤投薬の分布の状況（N＝4546 人） 
    Number of oral  medicines 
 Total  1-5 drugs 6-9 drugs 10≦  drugs 
 N=454

6 
N=1320(%) N=1905(%) N=1321(%) 

年齢      
65-74 1155 352(30.5) 488(42.2) 315(27.3) 
75-84 2114 642(30.4) 868(41.0) 604(28.6) 
85≦  1277 326(25.5) 549(43.0) 402(31.5) 

性別      
女性  2527 723(28.6) 1057(41.8) 747(29.6) 
男性  2019 597(29.6) 848(42.0) 574(28.4) 
世帯人数  

2 人以上  907 271(29.9) 365(40.2) 271(29.9) 
独居  3639 1049(28.8) 1540(42.3) 1050(28.9) 
就労（１年間）     
なし  4390 1244(28.3) 1844(42.0) 1302(29.7) 
あり  156 76(48.7) 61(39.1) 19(12.2) 
障害の認定      
なし  3618 1145(31.7) 1506(41.6) 967(26.7) 
あり  928 175(18.9) 399(43.0) 354(38.1) 

要介護認定      
なし  2179 774(35.5) 907(41.6) 498(22.9) 
要 支 援 -要介護

１  935 225(24.1) 391(41.8) 319(34.1) 

要介護２ -  1432 321(22.4) 607(42.4) 504(35.2) 
CCI(median,  IQR)  1.0 (1.0-3.0) 2.0 (1.0-3.0) 3.0 (2.0-4.0) 
受診医療機関数  
(median,  IQR) 4(2-6) 4(2-6) 6(4-9) 
PIMs   
なし  826 560(67.8) 212(25.7) 54(6.5) 
あり  3720 760(20.4) 1693(45.5) 1267(34.1) 

CCI: チャールソン併存疾患指数 

Median: 中央値、IQR：四分位範囲 

PIMS：潜在的な不適切処方 
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表４．40-64 歳の多剤投薬に関連する要因：マルチレベル多項ロジスティック回帰分析 

   Model1 N=1626  Model2 N=1555 
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 B (95% CI) 
Age (Ref.  40-49)     

50-59 0.06(-0.25,  0.38) 0.24(-0.10,  0.59)  0.11(-0.21,  0.44) 0.25(-0.10,  0.61) 
60-64 0.31(-0.05,  0.68) 0.58(0.19,  0.98)  0.37(-0.01,  0.74) 0.60(0.20,  1.01) 

Sex (Ref.  Female)      
Male -0.15(-0.41,  0.11) -0.14(-0.42,  0.14)  -0.21(-0.48,  0.06) -0.19(-0.48,  0.09) 

Household composit ion (Ref.  Living together)  
Living alone 0.34(0.06,  0.61) 0.17(-0.12,  0.46)  0.33(0.05,  0.61) 0.18(-0.12,  0.47) 

Employment status (Ref.  Yes) 
Yes -0.46(-0.77,  -0.15) -1.00(-1.37,  -0.64)  -0.57(-0.89,  -0.25) -1.15(-1.52,  -0.77) 

Disabled (Ref.  No) 
Yes 0.24(-0.03,  0.51) 0.77(0.50,  1.05)  0.25(-0.03,  0.53) 0.77(0.48,  1.05) 

Functional  disabil i ty (Ref.  No)     
Support  needs 0.82(-0.33,  1.98) 0.88(-0.28,  2.05)  0.70(-0.47,  1.87) 0.76(-0.42,  1.94) 
Long-term care needs 0.35(-0.33,  1.04) 0.11(-0.60,  0.82)  0.28(-0.42,  0.98) -0.09(-0.83,  0.64) 

CCI  0.09(0.00,  0.18) 0.26(0.17,  0.35)  0.08(-0.01,  0.17) 0.25(0.16,  0.35) 
Health check (Ref.  No)     

Yes -0.69(-1.19,  -0.20) -0.82(-1.33,  -0.30)  -0.70(-1.19,  -0.20) -0.80(-1.32,  -0.28) 
Number of medical  
inst i tut ions/yr 0.04(-0.01,  0.08) 0.18(0.14,  0.22)  0.05(0.00,  0.09) 0.18(0.14,  0.23) 

Community-level  social  capital  variables (Daily l iving areas) 
Civic part icipation    -0.05(-0.18,  0.08) -0.21(-0.35,  -0.07) 
Social  cohesion    -0.01(-0.08,  0.07) 0.08(0.00,  0.15) 
Reciprocity    0.03(-0.14,  0.2)  0.04(-0.14,  0.22) 
Number of medical  inst i tut ions   0.01(-0.01,  0.02) 0(-0.01,  0.01) 
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表５．65 歳以上の多剤投薬に関連する要因：マルチレベル多項ロジスティック回帰分析の結果 

 
   Model1 N=4466  Model2 N=4379 
    
    
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 polypharmacy excessive 

polypharmacy 
 B (95% CI)  
Age (Ref.  65-74)     

75-84 -0.07(-0.26,  0.11)  -0.10(-0.31,  0.11)   -0.05(-0.23,  0.14)  -0.08(-0.30,  0.13)  
85≦  0 .04(-0.19,  0.26)  -0.02(-0.28,  0.23)   0.06(-0.17,  0.28)  -0.02(-0.28,  0.24)  

Sex (Ref.  Female)      
Male -0.05(-0.20,  0.11)  -0.10(-0.28,  0.07)   -0.06(-0.21,  0.09)  -0.12(-0.30,  0.05)  

Household composit ion (Ref.  Living together) 
Living alone 0.01(-0.17,  0.20)  -0.10(-0.31,  0.11)   0.00(-0.18,  0.19)  -0.10(-0.31,  0.11)  

Employment s tatus (Ref.  Yes)  
Yes -0.45(-0.82,  -0.09) -1.13(-1.67,  -0.58)  -0.45(-0.82,  -0.08) -1.21(-1.78,  -0.64) 

Disabled (Ref.  No) 
Yes 0.48(0.28,  0.68) 0.70(0.48,  0.92)  0.45(0.25,  0.66) 0.67(0.45,  0.89) 

Functional  disabi l i ty (Ref.  No)     
Support  needs 0.20(0.00,  0.41)  0.46(0.23,  0.69)  0.19(-0.01,  0.4)  0.45(0.22,  0.69) 
Long-term care needs 0.28(0.09,  0.47) 0.66(0.45,  0.87)  0.28(0.08,  0.47) 0.66(0.44,  0.88) 

CCI 0.18(0.13,  0.23) 0.29(0.24,  0.34)  0.18(0.14,  0.23) 0.29(0.24,  0.34) 
Health check (Ref.  No)     

Yes -0.47(-0.82,  -0.13) -0.11(-0.48,  0.25)   -0.48(-0.82,  -0.14) -0.14(-0.50,  0.23)  
Number of  medical  
inst i tut ions/yr  0.12(0.08,  0.15) 0.28(0.25,  0.32)  0.12(0.09,  0.16) 0.29(0.25,  0.33) 

Community-level  social  capi tal  variables (Daily l iving areas)  
Civic part icipat ion    -0.06(-0.13,  0.02)  -0.09(-0.17,  0)  
Social  cohesion    0 .02(-0.02,  0.07)  0.05(0,  0.1)  
Reciproci ty    -0.05(-0.15,  0.06)  -0.03(-0.15,  0.08)  
Number of  medical  inst i tut ions   0.00(-0.01,  0.00)  0(-0.01,  0)  

Note:  Results  in bold front  are s tat is t ical ly s ignif icant;  Ref. ,  Reference;  CI,  confidence interval ;  yr,  year;  CCI,  Charlson Comorbidi ty 
Index.  
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図１．分析対象者における服薬数の分布 
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令和６年５月２４日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                  
                              機関名 大阪医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 佐野 浩一     
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。 

１．研究事業名  厚生労働科学特別研究事業                                    

２．研究課題名  生活保護利用者における多剤処方の実態把握と効果的な対応策立案に向けた研究～被保

護者健康管理支援事業の先進事例の効果評価～                                  

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学研究支援センター医療統計室・講師                               

    （氏名・フリガナ）  西岡 大輔・ニシオカ ダイスケ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪医科薬科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



２０２４年  ５月  ２４日 
厚生労働大臣                                          

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                   
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名 伊佐 正            
 

   次の職員の（令和）５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 厚生労働科学特別研究事業                                     

２．研究課題名 生活保護利用者における多剤処方の実態把握と効果的な対応策立案に向けた研究～被保護者健

康管理支援事業の先進事例の効果評価～                                         

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院医学研究科 教授                               

    （氏名・フリガナ）近藤 尚己・コンドウ ナオキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 大阪医科薬科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし
一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2024年 3月 18 日 
厚生労働大臣                                           

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                            
                                     
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 医学研究科長 
                                                                                      
                              氏 名 伊佐 正            
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理については

以下のとおりです。 

１．研究事業名 厚生労働科学特別研究事業                             

２．研究課題名 生活保護利用者における多剤処方の実態把握と効果的な対応策立案に向けた研究〜被保護者健

康管理支援事業の先進事例の効果評価〜  

３．研究者名  （所属部署・職名）大学院医学研究科 特定助教                            

    （氏名・フリガナ）上野 恵子・ウエノ ケイコ                               

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ☑   □ ☑ 大阪医科薬科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし
一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす
る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和６年４月２２日 
                                         
 

厚生労働大臣 殿 
                  
                              機関名 国立大学法人東京医科歯科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  田 中 雄 二 郎       
 

   次の職員の令和５年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 厚生労働科学特別研究事業                                       

２．研究課題名 生活保護利用者における多剤処方の実態把握と効果的な対応策立案に向けた研究～被保護

者健康管理支援事業の先進事例の効果評価～                                      

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院医歯学総合研究科 ・ 講師（キャリアアップ）                               

    （氏名・フリガナ）  木野 志保 ・ キノ シホ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針（※

3） 
 ■   □ ■ 大阪医科薬科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施

に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                     ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


